
令和４年度 第４回 

「稼ぐ力の強化に向けた産業ＤＸの加速」に関する万国津梁会議 

日時：令和５年１月 30日（月）14:00～ 

場所：県 庁 ６ 階 第 １ 特 別 会 議 室 

 

 

次  第 

 

 

１ 開会 

 

２ 提言書案の説明及び意見交換 

 

３ 閉会 

 

 

 

 

―― 配 付 資 料 ―― 

 

・配席図 

・委員名簿 

・資料「提言書案」 

・第３回議事録 





出入口

令和４年度第４回
「稼ぐ力の強化に向けた産業ＤＸの加速」に関する万国津梁会議

－　配　席　図　－

令和５年１月３０日(月)
14:00～16:00

県庁６階第１特別会議室

窓側

事
務
局

事
務
局

稲垣委員長

仲間委員

宮城委員

上間副委員長仲地委員

小渡委員

古宮委員

細川委員

事
務
局

ファシリテーター

東委員





氏 名 分 野 所属 ／ 役職 備 考

１ 稲垣純一 氏 ＤＸ支援者

一般財団法人沖縄

ＩＴイノベーション戦略
センター

理事長

県の施策にも精通しつつ、県内の情報
通信関連産業及び全産業の振興を図る
ための成長戦略の提言を行う組織

２ 仲間高乃 氏 ＤＸ支援者

特定非営利活動法
人ＩＴコーディネータ
沖縄

理事

・県内企業のデジタル化、ＤＸ化の支援
を行っている団体

・県のＩＣＴ導入支援事業や人材育成事
業に携わった実績あり
・アディッシュプラス株式会社 社長室長

３ 宮城光秀 氏 経済団体

沖縄県中小企業家
同友会

副代表理事

・沖縄県の多くが中小企業であることか
ら、中小企業の代表として参画いただく
・有限会社大宮工機 代表取締役

４ 東良和 氏 ＤＸ実践企業

沖縄ツーリスト株式
会社

代表取締役会長

ＩＴ企業との連携により、レンタカー位置
情報リアルタイム取得システムを構築し、
インバウンドをサポートするとともに、移
動履歴等のデータ利活用に取り組んだ。

５ 上間喜壽 氏 ＤＸ実践企業

株式会社上間フード
アンドライフ

会長

自社の経営課題解決に向けたＩＴ活用、
ＤＸに取り組んでいる。

県内におけるＤＸ取組企業として、各メ
ディアで取り上げられている。

６ 仲地正和 氏 ＤＸ実践企業
ＯＴＮｅｔ株式会社

顧問

県内初の経済産業省が定めるＤＸ認定
制度におけるＤＸ認定事業者であるとと
もに、ＩＴ企業として他産業のＤＸに取り組
んでいる。

７ 小渡晋治 氏 ＤＸ実践企業
株式会社okicom
常務取締役

県内産業のＩＴ活用、ＤＸに向け、コンサ
ルティング、システム開発等を行っており、
伝統工芸ＤＸ、水産ＤＸ、アパレルＤＸに
取り組んだ実績あり

８ 古宮浩行 氏 ＤＸ知見者

ＳＣＳＫ(株)
参与
エバンジェリスト

ＲｅｓｏｒＴｅｃｈ ＥＸＰＯ ｉｎ Ｏｋｉｎａｗａ
実行委員会副委員長

９ 細川巧 氏 ＣＤＯ補佐官
沖縄県

ＣＤＯ補佐官

行政からの視点で産業ＤＸについて意見
交換する

令和４年度 万国津梁会議の委員名簿
－「稼ぐ力の強化に向けた産業ＤＸの加速」に関する万国津梁会議－

（委員長）

（副委員長）





 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「稼ぐ力の強化に向けた産業ＤＸの加速」 

に関する万国津梁会議 
 

提言書（案） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和５年３月 
 

  





 

 

 

「稼ぐ力の強化に向けた産業ＤＸの加速」に関する万国津梁会議 

－ 委 員 名 簿 － 

 

氏  名 所  属 職  

稲垣 純一 
一般財団法人沖縄 IT イノ

ベーション戦略センター 
理事長 委員長 

上間 喜壽 
株式会社上間フードアン

ドライフ 
会長 副委員長 

仲間 高乃 
特定非営利活動法人 IT コ

ーディネータ沖縄 
理事  

宮城 光秀 沖縄県中小企業家同友会 副代表理事  

東 良和 沖縄ツーリスト株式会社 代表取締役会長  

仲地 正和 OTNet 株式会社 
顧問 

 
 

小渡 晋治 株式会社 okicom 常務取締役  

古宮 浩行 SCSK 株式会社 
参与兼 

エバンジェリスト 
 

細川 巧 沖縄県 CDO 補佐官  

 





 

 

 目 次  

 

 

１．はじめに・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・P.1 

 

 

２．産業ＤＸの加速に向けた課題・・・・・・・・・・・・P.1 

 

 

３．課題解決に向けた検討・・・・・・・・・・・・・・・P.4 

 

 

４．産業ＤＸの加速のための提言・・・・・・・・・・・・P.8 

 

 

５．おわりに・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・P.9 

 

 

  





- 1 - 

 

１． はじめに 

沖縄県では、令和２、３年度の「稼ぐ力」に関する万国津梁会議におい

て、ＩＴ化やＤＸ等、成長のための投資の促進を稼ぐ力の強化に資する取

組の一つに位置づけた。 

更に、今年度策定した「新・沖縄２１世紀ビジョン基本計画」に基づ

き、県内産業の自立的発展や持続可能な経済成長の実現に向けて、ＤＸの

推進やイノベーションの促進等による生産性の向上など、「稼ぐ力」の強化

に取り組むこととしている。 

これらを受け開催された『令和４年度「稼ぐ力の強化に向けた産業ＤＸ

の加速」に関する万国津梁会議』（以下、「本会議」という）においては、

県内産業のＤＸを加速させるために必要な取組等について議論した。 

本会議の主題である産業ＤＸは、単なるＩＴ活用にとどまらず、企業が

ビジネス環境の激しい変化に対応し、データやデジタル技術を活用して、

顧客や社会のニーズをもとに、製品やサービス、ビジネスモデルを変革す

るとともに、業務そのものや組織、プロセス、企業文化・風土を変革し、

競争上の優位性を確立することである。 

県では、企業ＤＸの普及啓発、ＤＸの支援体制の充実、多様なＤＸ推進

人材の育成、及びデータ活用基盤の構築といった各種施策を実施している

が、産業ＤＸの推進により、県内企業における生産性や競争力の向上、給

与アップにつながることが期待され、民間の取組を含めて、産業ＤＸを更

に加速させるための各種施策が求められている。 

本会議においては、産業ＤＸの加速に向けた課題を整理し、それらを乗

り越えていくための必要な取組を提言する。 

 

２． 産業ＤＸの加速に向けた課題 

沖縄県が実施した「経営改革に関する経営者向け意識調査」（令和４年７

月）によると、現状、沖縄でＤＸに取り組んでいる企業は４社のうち１社

に留まり、ＤＸに向けた組織体制、事業計画などが進められているケース

は 1割に満たない1。日本全体では、（全社戦略に基づき）ＤＸに取り組ん

でいるケースが約 45％2であるのに対して、沖縄の産業ＤＸは緒についたば

かりである。 

ＤＸを「知っている」と回答した企業は５割程度であるのに対し、ＩＴ

やＤＸに関心がない理由として「ＤＸの意味が分からない、人がいない、

進め方が分からない、投資効果が分からない」という回答が上位を占めて

                         
1 本稿で述べる県内でのＤＸの普及実態に関する調査の出典は、以下のとおり。 

沖縄県「経営改革に関する経営者向け意識調査」（令和 4年 7月） 
2 出典：独立行政法人情報処理推進機構『ＤＸ白書 2021』（令和 3年 12 月） 
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いることから、ＤＸの理解が進んでいないことが分かる（図 1）。 

 

図 1：ＤＸという言葉の認知 

 

また、「ＤＸに関心が無い」「全く関心が無い」理由として、「推進方法」

「必要性や投資効果」が分からない、「推進人材」がいない等があげられて

いる（図 2）。 

 
図 2：ＤＸへの無関心の理由 

 

一方で、ＤＸを実施している企業では、効果が「非常にある」と「あ

る」の合計が７割を超えていることから、ＤＸは着手すればその良さが分

かる、という傾向が認められる。（図３） 
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図 3：ＤＸ実施の効果 

 

以上の調査結果を踏まえ、本会議では、産業ＤＸの加速について、沖縄

が抱えている課題を大きく３つに整理するとともに、加速に必要な取組を

検討した。 

 

(1) 課題１：産業界におけるＤＸの理解不足 

県内の多くの経営者は、ＤＸを理解していないため、その意味や良さ

が分からず、ＤＸの推進に二の足を踏んでいる。一方、ＤＸを実践する

ことで良さを実感するという傾向から、自社のＤＸに前向きになるよう

な経営者のマインドの変革・醸成が必要である。 

(2) 課題２：ＤＸ推進ノウハウの不足 

ＤＸに向けた取組を始めていたとしても、導入計画や事業計画に至っ

ているケースは少ない。県内企業の多くは、何をすればよいのか、何か

ら始めていいのか分からず、最初の一歩を踏み出せないでいる。 

(3) 課題３：人材不足 

県内企業の多くは、ＤＸを推進するための人材の確保に苦労してお

り、情報通信産業を含め、ＤＸを推進する人材が質、量ともに不足して

いる。 

(4) その他、検討すべき取組 

上記課題の他、行政ＤＸの推進、官民連携、企業のデータ利活用等、

産業ＤＸの更なる加速に向けた取組を検討する必要がある。 

 

これらの課題等の克服に向けて早急に取り組まなければ、数年後には沖

縄県内の産業が時代の流れから取り残されてしまうことを強く危惧するも
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のである。 

 

３． 課題解決に向けた検討 

本会議においては、前述の課題と検討すべき取組を踏まえ、次の４つの

論点に沿って産業ＤＸの加速に向けた検討を行った。 

 

(1) 産業界におけるＤＸの理解不足 

① 経営者の意識改革 

ＤＸを推進するには、企業トップが強いリーダーシップを発揮する必

要があり、ＤＸを実施しないと生き残れないという危機感が不足した経

営者のマインドをＤＸの推進に向かわせるための施策等について、検討

が必要である。 

セミナー等を通じた啓発活動のポイントは、経営者に何をどう伝える

かである。重要なのは、ＤＸの本質を説明するとともに、ＤＸの進め方

をイメージさせる具体的な手順を示した、産業や業種ごとの事例であ

る。しかし、このような啓発活動に興味を示さない経営者を振り向かせ

ることは難しいため、ＤＸに着手しないことがデメリットとなる仕組み

も重要であり、ＤＸの良さを強調して「稼げる感」を醸成するだけでな

く、「危機感を高める」啓発も有効である。啓発活動の強化としては、

県が提供している育成メニューを含め、既に世の中には多くのＤＸセミ

ナーがある中で、それらに関心を持ってもらうことが重要で、人材育成

を含めた施策等を浸透させることに重点を置くべきであろう。 

② 組織的な取組 

最も重要なのは、経営者のマインドの変革ではあるが、ＤＸは全社員

で取り組むものであるため、従業員の理解も同様に重要である。ＤＸ

は、経営者のリーダーシップの下で経営変革を推進しつつ、自社の中か

らの変革として従業員が実行してゆくことが必要であることから、従業

員のＤＸ理解増進は欠かせない。例えば、変化を望まず、ＤＸ推進に理

解を示さない社員がいたとしても、ＩＴに明るい社員をエバンジェリス

トとしてチームを作ることで、ＤＸにうまく取り組む仕組みの構築につ

ながるなど、全社員を巻き込む工夫に関する優良事例もある。 

また、大規模な企業は自力でＤＸを推進する力を持っているため、主

に中小企業を支援する必要がある。但し、資本主義下では、全員を救う

という発想自体が矛盾を内包しており、やる気のない企業や必要性を理

解しない経営者にＤＸを強制はできない。啓発活動は、あくまで県内の

全産業の民間企業を対象として機会平等に提供しながら、やる気があっ

て、手を挙げてくるところに対ししっかりとサポートすることが望まれ

る。ＤＸを強制するのではなく、インセンティブ型、誘引型の取組によ
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ってＤＸが加速することが必要である。 

 

(2) ＤＸ推進ノウハウの不足 

ＤＸのやり方が分からない県内企業のために、どのような工夫が有効か

について検討した。 

① 事例の発信 

ＤＸの進め方を分かりやすく示すためには、ＤＸの取組事例を動画等

で作成することが有効であろう。沖縄県内で事業者数の多い業界や企業

規模に応じた実際の取組み事例を集めて発信することは、多くの経営者

を積極マインドに仕向けることにつながる。併せて、県内企業がやるべ

きことは、まずは仕事の棚卸しである。棚卸しをすることで社員一人ひ

とりの仕事内容が把握でき、その後に向き合う課題解決に活かすことが

できる。 

② 伴走者によるサポート 

このシナリオに実行性を持たせるには、伴走者の助けが重要であり、

伴走者の支援を受けながら企業ごとの個別の設計図を作る必要がある。

そのためには、県内企業のＤＸの取組に伴走してくれるＩＴ企業やＤＸ

コンサルの存在が欠かせないものであり、経営課題の洗い出しを手助け

するとともに、経営者のマインドをＤＸに積極的な意識へ導く役割を果

たす。 

③ ＤＸの最初の一歩 

本課題のもうひとつのポイントである、最初の一歩を踏み出すための

支援策について、導入すべきソフトウェア・サービスに焦点があてられ

た。会計ソフト、給与計算ソフトやネットバンキングが十分に利用され

ていない県内の中小企業の実態を鑑みて、業務系の基本的なソフトウェ

アやクラウドサービス等の導入支援が提案された。 

これは、最初の一歩はスモールスタートでという考え方で、中小企業

が導入しやすいソリューションを支援するものである。ＤＸ推進におけ

る最初の目標は、ＤＸを広義に捉えた、いわゆるデジタイゼーションや

デジタライゼーションと呼ばれる、アナログでできたことをデジタル

化・効率化することで良い。つまり、最初から企業活動にイノベーショ

ンをもたらすような本格的な取組を目指すのではなく、既存の商品・サ

ービスの導入で作業や業務を効率化し、コミュニケーションツール活用

やデータの統一・蓄積により協調作業が行えるようにするものである。

これらに必要なサービスの導入は、ＩＴを使った業務の効率化に留まら

ず、全社員を巻き込んだ形で社内外のコミュニケーションに変革をもた

らし、商品やサービス、ビジネスモデルそのものを変革する本格的なＤ

Ｘの推進の下地作りとなる。そうした考えから、業務系ソフトやビジネ
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スチャット・Web 会議などの SaaS 型クラウドサービスなどの導入は、中

小企業が中心の県内企業のＤＸの加速に向けた着火点になるものと期待

できる。 

 

(3) ＤＸ推進人材の不足 

県内企業におけるＤＸ人材確保のため、ＤＸ人材の育成と、即戦力人材

の確保、どのような人材を育成すべきかについて検討した。 

① 企業内人材の育成 

ＤＸの推進にあたっては、必要なシステム導入・運用をＩＴ企業に全

て委ねる、いわゆる丸投げは好ましくないが、ＤＸの推進に必要な業務

は多岐にわたり、特に中小企業は全て内製化することは難しい。従っ

て、最も重要な企画・戦略部分を担う人材を内製化しつつ、必要に応じ

て、パートナーとしてのＩＴ企業が、各社の課題を解決するサポートを

行うべきである。 

そのため、人材については、業界・業務・商習慣等に精通し、課題の

発見や、どこにＩＴを使うべきかを判断でき、自らプロジェクトを推進

できる人材を自社内で発見するとともに、その育成を強化すべきであ

る。中小企業においては、それは代表者であることから、産業ＤＸの加

速のためには、県内企業の代表者や経営陣の育成がポイントとなる。 

研修の実施にあたっては、社員の参加に対する経営者の理解が欠かせ

ないとともに、企業が他社との交流を通じて、自社の立ち位置の再確認

や意欲向上を図れるオープンイノベーションやハッカソンなどを取り入

れることも効果的である。 

② 伴走者の育成 

経営者や企画・戦略担当者をサポートする伴走者は重要な役割を担う

こととなるが、この伴走者となり得るＩＴ企業は人手不足の状況にあ

り、派遣依頼の全てに応えることはできない状況となっているため、伴

走者の育成も重要な課題と言える。 

また、観光、農業、商工、土木などの産業別のアプローチも効果が期

待され、沖縄ＩＴイノベーション戦略センター（ISCO）はもちろんのこ

と、県内の各業界団体において、産業ＤＸを推進する機運が高まり、業

界ごとにＤＸ推進をサポートする体制が構築できれば、各業界に特化

（マッチ）した事例などの情報交換を促進することにより、産業ＤＸの

加速につながるものと期待できる。このように、ＤＸを推進するサポー

ト体制の強化も重要であり、中心的な役割を担うＤＸサポート人材の育

成も検討すべきである。 

③ 認証制度の検討 

何よりもまず必要なのはＤＸを進めようというやる気のある人を自社
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内に見つけることであるが、やる気のある人を顕在化・戦力化するに

は、そのような人材が自ら手を上げるような仕組みが必要である。そこ

で、自社のＤＸを推進する人材を「沖縄ＤＸリーダー（仮称）」として

認証し、インセンティブが享受できる制度の創設が考えられるのではな

いか。 

④ 外部の即戦力の活用 

企業のＤＸ推進は、必ずしもフルタイムで担当しなくては対応できな

い仕事ではないため、外部のプロをパートタイムで雇い入れることも有

効である。 

さらに、県内中小企業では、給与計算ソフトや会計ソフトを導入し、

ネットバンキングと繋ぐことで大いに効率が上がることから、これらの

ＩＴ導入のサポート役として、金融機関や税理士、社労士などの活用も

検討すべきである。 

また、即戦力人材のターゲットとしては、ＩＴ業界のリタイア人材

や、テレワークでの県外ＩＴ人材も考えられる他、高度人材として海外

ＩＴ人材の活用もポイントになる。 

⑤ 中長期での人材育成 

さらに、中長期的な視野での人材育成も欠かせない。特に、学び直し

の場を支援することで、様々なＩＴスキルを継続的に習得する人材の輩

出が期待できる。また、県内では、ＩＴ系の教育機関、特に大学でのデ

ジタルを専門とする教育が不足していることに加えて、ＩＴ系の教育機

関を卒業した人材が県外へ流出していることが懸念されることから、Ｉ

Ｔ系の学部やコースの新設、県内企業への就職サポートも必要であろ

う。さらには、民間側も、エンジニアとして育成することを前提とし

て、ＩＴが分からない人を採用し教育するという取組も検討すべきであ

ろう。 

 

(4) その他、検討すべき取組 

本会議での最後の論点として、沖縄における産業ＤＸの更なる加速に向

けて、その他の必要な取組に関し、３つの項目について検討した。 

① データ利活用 

ＤＸを進めて行くと、必然的にデータ利活用に行き着くことが想定さ

れる。しかし、現状、自社のデータですら活用できていない企業が多

く、データの活用や分析ができる人材育成が必要となる。 

データ活用プラットフォームの運用には、収集データの充実が必要で

あるが、民間のデータは、他社に無料で提供するインセンティブが働か

ないため、まずは行政が保有するデータのオープン化によってデータ利

活用を促進する必要がある。そのためには、需要の高い県内の観光デー
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タ等のオープン化は必須である。沖縄らしい行政ＤＸとして、沖縄の持

つユニークなデータの提供サービスも検討できるのではないか。また、

県の補助事業についてはデータ提供とオープン化を義務づけることで、

県内でのデータ利活用が活発になることが期待される。さらに、沖縄を

データ活用の先進地とすることを目指し、データ利活用コンテスト等を

開催することで、沖縄を絡めたオープンなデータ活用を活性化できるの

ではないか。 

② 行政ＤＸ 

二つ目の論点は、行政ＤＸの推進であり、行政自身のＤＸが進むこと

が強いインセンティブになる。行政のＤＸが進めば、効率化を求める会

社、感度の高い会社はそれに合せて変化し、その他の企業も追随せざる

を得ない。例えば、行政側がＩＴシステムで発注をすることで受注する

県内企業もＩＴ導入が進む、といった環境構築が効果的である。 

また、県庁が率先して働き方改革を行い、それに伴う紙や労働時間の

削減等の効果を明示することで、民間企業の模範となる必要がある。 

③ 官民連携体制 

最後に、ＤＸの加速のためには、官民ともに、ＤＸを推進しようとす

る強い思いを持ったトップのリーダーシップが欠かせない。そして、官

民が連携して沖縄におけるＤＸを強力に推進し、加速してゆかなければ

ならない。 

 

４． 産業ＤＸの加速のための提言 

本会議では、前項で述べた各種の検討を経て、以下の提言内容をとりま

とめた。 

 

(1) 県内でのＤＸの理解向上 

① 経営への危機意識を含めた経営者への啓発をはじめ、社員も含めたＤＸ

の加速に向けたマインドセットに結び付けるための啓発活動の拡充 

② 自社のＤＸに会社全体で取り組むため、その設計図である計画書を作成

し、社員をリーダーとしたチームによってＤＸを牽引する体制構築の促

進 

 

(2) ＤＸへの着手支援 

① 動画などを用いながら、様々な産業、業種ごとの事例や、ＩＴに明るい

人材を中心とした企業内のＤＸ推進体制構築の工夫等を紹介する、産業

ＤＸ事例集等の整備 

② ＤＸ推進に向けた経営課題の洗い出しも含めて、経営者のアドバイザー

となる伴走者（コンサル等）の育成と活用の促進 
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③ 中小企業を中心とした、将来の本格的なＤＸにつながる基本的な業務系

サービス導入や SaaS 利用等、スモールスタートの支援促進 

 

(3) ＤＸを推進する人材の育成 

① 企業内人材の確保として、経営者及び社員（ＤＸ企画・戦略担当）を対

象とした育成プログラムの強化促進とリスキリングプログラムの構築・

実施 

② 外部サポート人材や即戦力の確保として、ＩＴ企業のみならず金融機関

や税理士及び業界団体等によるサポート体制の強化と、海外人材やリタ

イアした技術者の活用促進 

③ 全ての企業を対象とはしつつも、やる気のある企業に対して手厚いサポ

ートに繋がるような、インセンティブが享受できるＤＸ人材認証制度の

創設 

 

(4) その他の必要な取組 

① あらゆる分野での積極的なデータ利活用に向けて、行政をはじめ官民の

オープンなデータ化を強力に促進する取組の検討 

② 県の補助事業で取得したデータについては、県へデータを提供させるな

ど、可能な限りオープンデータ化の実施 

③ 沖縄をデータ活用の先進地とするため、データ利活用コンテスト等の開

催 

④ 行政のデジタル化など行政ＤＸの推進により、企業のＤＸを誘発する環

境の構築 

⑤ 各産業のＤＸを推進する役割を担うため、経済団体や中小企業を含めた

各産業別団体等における産業ＤＸに向けた推進体制の構築や取組を促進

するとともに、県の各担当部局と支援機関を含めた連携体制の構築 

 

５． おわりに 

本提言で提案した沖縄県における産業ＤＸの加速のために必要な取組

は、県内全企業を対象に様々な施策を総合的かつ積極的に実施することが

重要であり、それによって、沖縄の社会全体でＤＸに対する関心を一層高

める必要がある。また、県内全ての業界・産業団体は、各産業におけるＤ

Ｘ推進を牽引する役割を担う立場であることの再認識と努力が必要であ

る。 

産業ＤＸの加速に向けて、本提言を含む様々な取組が実行されること

で、企業における新サービス・新商品がリリースされ、ネットワーク型の

新規事業・新ビジネス創出につながり、環境や市場変化への対応をしなが

ら、将来的なデータプラットフォームの形成など、ビジネスモデルの変革
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がもたらされるだろう。こうした変革は、県内企業の稼ぐ力を向上させ、

県経済に大きな恩恵をもたらすものと期待できる。 

加えて、産業ＤＸの加速後のさらなる未来において、県内の各産業に

も、また産業横断的に変革がもたらされてゆくであろう。一例を挙げれ

ば、沖縄の主力産業である観光業において、沖縄は仮想とリアルのハイブ

リッドな観光プラットフォームを中核に、多くの産業が連携してプラット

フォームを下支えする AI や ICT の仕組みが普及し、大規模なオープンデー

タの仕組みが生かされ、来訪者のより良い観光行動が可能になるだろう。

さらには、製造業、農業、文化スポーツ、健康医療、小売、飲食業など、

県内の全ての産業に変革の波が訪れる。そして人々のより良い生活行動

や、ウェルビーイングに導くことができるであろう。 

こうした未来に向けた第一歩を踏み出すために、本提言をとりまとめ

た。県は、提言を実行に移すとともに、民間企業にＤＸを推進するだけで

なく、模範となるべく自らのＤＸに取り組んでもらいたい。 

なお、本提言として具体的に取りまとめた内容を基本としつつも、本会

議において議論され、または提案されたその他の意見等についても、今後

の施策や取組を検討する際の参考になれば幸いである。 
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令和４年度 第３回「稼ぐ力の強化に向けた産業ＤＸの加速」に関する万国津梁会議 

日  時 ： 令和４年 11 月 21 日（月）14:00～ 
場   所 ： 県庁６階第１特別会議室 
担 当 課 ： 沖縄県 商工労働部 情報産業振興課 

 
 

議事録（フルテキスト） 
 

1． 開会 

○ 事務局（下地）： 
皆さんお揃いになりましたので、これより令和４年度 第３回「稼ぐ力の強化に向け

た産業ＤＸの加速」に関する万国津梁会議を開催致します。 
本日の司会は、前回同様、情報産業振興課の下地が務めます。よろしくお願い致しま

す。 
 
○ 事務局（下地）： 

最初に、配布資料を確認させていただきます。 
まず、本日の次第をお配りしております。続いて、配席図、配布資料「産業ＤＸの加

速に向けた検討について（論点③、④）」、それから、会議資料「提言に向けた整理」と
いうもの、最後に第二回産業 DX 会議議事録（概要版）がございます。 

お配りしております前回議事録につきましては、後程ご覧いただいた上で、修正の必
要がござましたら、事務局にお知らせください。 

 
○ 事務局（下地）： 

本日は皆様から多くのご意見をいただきたく、会議の時間を 3 時間と設定させてい
ただいております。長時間となりますが、よろしくお願い致します。 
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2． 論点③「③ DX を推進する人がいない問題への対応」について 

 
○ 事務局（下地班長）： 

それでは、早速、内容に移りますが、資料の 1 をご覧ください。 
P2 になりますが、本日の論点は 2 つとなります。活発な後議論をいただきたいと思

います。 
P4 になりますが、論点③の内容として、項目を 5 つほど挙げています。 

Ａ 育成を強化すべき人材とは。 
Ｂ 即戦力のＤＸ推進人材の確保のためには、どのような手法が効果的か。 
Ｃ ＤＸサポート人材の育成も必要ではないか。 
Ｄ 企業外、業界外の即戦力を活用 
Ｅ 中長期的な視野での人材育成における重点項目とは 

  という 5 つの項目を提示しております。 
事前説明の資料から、いくつか変更点はございますが、事務局からの資料の説明は割

愛させていただき、必要に応じて、ご質問いただければと思います。 
 
○ 事務局（下地班長）： 

では、早速ではございますが、議事進行を委員長にお願いしたいと思います。 
稲垣委員長、よろしくお願い致します。 

 
○ 稲垣委員長： 

皆さん、お忙しいところ、お集まりいただきまして、ありがとうございます。 
まずは、先週の木曜日、金曜日に宜野湾のコンベンションセンターで開催いたしまし

た ResorTech EXPO は、皆さんの大変熱い思いとご協力を頂戴しまして、速報値で前
年日 40％の来場者数で、まだ団体や名刺で入場された方がカウントされていないので、
150％くらいにいくのではないかと思っています。 

東京の様々な大型の見本市が 50％を下回る入場者しかいないという話を夏から聞い
ておりましたが、沖縄も同じような状況になるのではないかと思っておりましたら、逆
に規模を拡大いたしまして、どういうことなのか、分析はこれからですが、とりあえず
はご協力にお礼申し上げます。 

それでは、早速ですが、次第に沿って、会議を進めて参ります。 
本日委員の皆さまにご検討いただきたい項目については、今ご説明のあった、お手元

の会議資料「産業ＤＸの加速に向けた検討について（論点③、④）」にまとめられてお
ります。最初に論点③の「DX を推進する人がいない問題への対応」について、委員の
皆さんお一人ずつ 2 分程度でご発言をいただきたいと思っています。 
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P4 に ABCD と書いてあります。確認をしますと、 
Ａ 育成を強化すべき人材とは。 
Ｂ 即戦力のＤＸ推進人材の確保のためには、どのような手法が効果的か。 
Ｃ ＤＸサポート人材の育成も必要ではないか。 
Ｄ 企業外、業界外の即戦力を活用することについて 
Ｅ 中長期的な視野での人材育成における重点項目 

というように A～E までに検討事項を分類しておりますので、どの項目についてのご意
見かということを最初に言っていただきますと、あとで整理がしやすいと思います。そ
れ以外の事項でも結構ですので、順にご発言をお願いしたいと思います。 
 それでは、席順で仲地委員からお願いします。 

 
○ 仲地委員：「DX を推進する人が企業にいない」ということですが、まず、「企業にいな

い」ということは、本当にいないのか、実はいるのに気づいていないというのがあるの
ではないか。これは、A～E の全体にかかることですが、DX 人材を育成するというこ
とを、色んな経営者の話を聞くと、その言葉だけで、非常に難しいと感じる方が多い。
ですので、次の次のページに書いてある「推進する人材を養成する」とありますが、ま
ず、会社のなかで、どういう組織であれ、課題を発見できる人材が一番重要だと思って
いる。これは B の「即戦力のＤＸ推進人材の確保」につながっていくかもしれません
が、各企業の経営者の皆さんに、会社のなかの課題を見つけられる人をまずは見つけま
しょう、育てましょうではなく、まずは見つけましょうということ。そこで、その課題
が見つかったら、それをどうしていけば、課題を克服できるか、そこに IT を入れるか
入れないかということになっていくと思う。そういう方向で考えていった方が入りや
すいと思う。色んな方々と話をして、そう感じる。そういう人をしっかり企業の中で見
つけて、課題を克服するためにはどうするのか、そういうところをしっかり育成してい
く。IT リテラシーとか活用とかは、あとで必要となることで、全体的な部分はそうい
うところで考えた方がよいのではないかと思います。 

 
○ 小渡委員： 

 ちょうどリゾテックのなかで、「ただ今、DX 進行中」というセッションに参加させ
ていただいたのですが、仲地委員がおっしゃるように、各企業のなかに実はいるのでは
ないかと、私も思っておりまして、事例のなかでは、株式会社南都、株式会社日進商会、
知念紅型研究所という全く違う分野の 3 つの企業の社員の方などが登壇されましたが、
いないなりにも、やっぱりいるというのが、おっしゃる通りかなと思います。それから、
変えて行かなくてはいかないということ、コロナを体験して、観光業やヒットしている
業界であればあるほど、ちゃんとした社員、モチベーションがあって、ロイヤリティが
あってという社員に関しては、変えていかなくてはいけないという思いがあって働か
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れている方が必ずいる、でないと潰れてしまうので、そういう人材に対して、きちんと
ミッションとそれに対するをリモート（支援）をセットにして取り組んでもらうという
ことはあるかと思います。 
 講座に関しては必要だと思いますが、これは既に行われているものだと思っていま
すが、継続して実施するべきだと思います。 
 C で ISCO から各業界団体に落として行って、それぞれの会社につなげていくとい
うところですが、「DX とは」とか、本当に多くのセミナーなどで勉強する機会がある
と思うのですが、結局聞いてもらいたい人に届いていない、本当に必要な人の関心が薄
いというようなことがあるのではないかと思っておりまして、一般的な IT や DX とい
うよりかは、観光なら観光、農業、商工、土木などレイヤーを落としてからアプローチ
をして行った方が、前回の会議でもありましたが、各業界スペシフィックな、特別な DX
の事例を紹介していきつつ、なかなか横のつながりで情報交換できていない業界だっ
たりとかは、競合だったりすると思うので、そのできていない部分をこの各業界団体が
音頭をとっていきながら、よりエンドユーザーに近いスタンスでやっていくというの
はよいアプローチではないかと思います。 

「人がいない問題」というのは根本的なところだと思うのですが、上間委員のところ
もベトナムに拠点などを持っているかと思いますが、やはり海外の人材を活用すると
いうことは、必ずしも、特定技能であるとか、そういう分野だけではなく、実は高度人
材というところで、海外をどんどん活用していけるといいかなと思います。それはそれ
で色んな問題があるとは思いますが、世界を見渡して見ると、インドなり、ネパールな
り、フィリピンなり、ベトナムなり、かなり IT 人材を国家として集中的に育成してい
る国がありますので、日本とのバランス、円安の状況などを考えますと、日本に行きた
いというインセンティブはどんどん落ちていってしまっているという懸念はあります
が、とは言っても、そういったところからの人材に対してアクセスしていくということ
に関しても、これもやってみなさいと言われてやれる会社も少ないと思うので、ISCO
や沖縄県がガイドラインや手順を示していったり、実際に導入されている企業の事例
を紹介していくことで、なるほど、周りにはいないけれど海を渡ればたくさんいるんだ
ということだったりとか、ダイバーシティだとかインクルージョンだったりという、
色々な社会的な流れもあるわけですが、そういったものを併せて、経営のマインドを広
げていきながら、働いていくという、我々、琉球では数百年前はそんな環境で働いてい
た人たちも多々いらっしゃったのだろうなということを、振り返りますと、そういった
時代にまた変わっていってもいいのではないかと感じているところでございます。 

 
○ 古宮委員： 

 私は A～C までをまずお話させていただきます。 
 P6 に DX 人材養成事業というのがあります。事前に県にこの講座をご紹介したとこ
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ろ、資料に入れていただきました。これは、今年沖縄県が主催している DX 人材の養成
講座です。簡単に中身を申し上げますと、ターゲットは企業のデジタル担当と経営者・
管理者層、あと IT 企業（サポートする側）に分けて、ABC の 3 つのコースを用意して
います。まず、A コースが DX の基礎知識やマインドセット、これは全員が受けます。
B コースは IT と現場に分けて教育を実施し、IT 側は主に DX の推進方法を具体的にや
っていきます。現場側は自社の課題を抜き出して分析し、テーマ設定するところまでを
行う。C コースというのが、それを合わせて、IT の方と現場の方を６名～７名くらい
のワンチームにして、どう解決していくのかということを、実は先週の金曜日に、Ｃコ
ースの第一回目が始まったところです。このような教育をやっていくと、例えばＷＢＳ
をどう立てていくのかとか、その課題が本当に課題なのかとか、課題であったら、上司
や経営者をどう説得すれば社内で展開できるのかという、とても実践的な教育を沖縄
県主導でできているので、ブラッシュアップも必要ですが、このような教育は、たぶん
日本のなかでも一番よい教育なような気がするので、こういうものをちゃんと、もっと
広げていけば、人材育成という面ではきちんとできるのではないかと思います。ただ、
課題は、先ほども挙げられていましたが、ＣのＤＸサポート人材の育成ということで、
各社から一人とか二人とかしか参加しないので、これが来期になって、実際に活用して
いくという段階になると社外のサポートが絶対に必要になってきます。特に経営者の
説得となると、部下から来てもあまり聞かない経営者が多いので、社外からのサポート
が必要になるので、ISCO の活用などがでてくるのではないかというのが、Ａ～Ｃまで
の私の考えです。以上です。 

 
○ 細川委員： 

Ａの図にあるように、ＩＴ企業と非ＩＴ企業にしていますが、非ＩＴ企業のなかでも、
ツールとか、ＩＴがわかる人の話と全体をトランスフォーメーションする人の話とい
うのがあると思っています。沖縄県も一応、まだ公的にはなっていませんが、ＩＴを特
別に情報処理をするような人と、それとは別にＸを進められる人というのをつくらな
くてはいけないということで、全体としては底上げするので使えるようにならないと
いけないのですが、このＸを育てることが大切だということで、この図でいうと、これ
を一つの企業として見ても一緒で、ＩＴ的なことをやるのもそうですが、Ｘを進められ
る人というのを育てることが一番大切だと思っています。そういった人材を作ってい
くということがカギだと思っています。 

Ｂの「即戦力のＤＸ推進人材の確保のためには、どのような手法が効果的か」という
ところですが、普通に研修するのは、今の研修メニューもよいと思っています。ただ、
外部と触れて、きちんと自分の会社の立ち位置がわかって動いていかなくてはいけな
いので、能動的に動く気持ちを盛り上げなくてはいけないと思うので、オープンイノベ
ーションやハッカソンなどを取り入れて、意識をするのがいいと思っています。 
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ＣとＤは同じで、最初の計画を立てるときにコンサルをつけるのもそうですし、回し
ていく時にその人にもう一回聞きたいとかということもあると思うので、アドバイザ
ー制度のようなものができたらよいと思っています。実は県では外部の４人のアドバ
イザーという人に ISCO 経由で委託して、そういうアドバイザーを取り入れて意見を
聞いているので、そういったところは継続して付けている方がよいと思っています。 

 
○ 東委員： 

計画的にやってきたわけではありませんが、今までの自分の経験に基づいて話をし
たいと思います。 

その前に、例えば、弊社の旅行部のＩＴというのは、それほど全国に誇るというほど
ではありませんが、旅行業界のなかではトップ１０％くらいの位置にいると思います
し、本土の大手旅行会社とガチンコでウェブ上でやっていますので、殆ど会議もそうい
ったシステムの会議が多いのですが、まずＡの育成を強化すべき人材というのは、社内
と業界の特殊性というか、業務の強み弱みＳＷＯＴをよく理解している人で、これは大
前提だと思います。ＩＴにどんなに詳しくても業務がわからなければ、商慣習がわから
なければ、なんの役にも立たないので、これは大事です。その中で、まずは自主的に課
題を抽出できる人、自主的にプロジェクトを推進できる人、上の顔色ばかりを窺って、
上司がいなければ、または役員がいなければ、プロジェクトを止めているようでは全然
だめなので、ある程度、プロジェクトをどんどん推進できる人、そして、この会社組織
が好きで、我が社の可能性を具体的に理解していることがとても大事だと思います。 

次にＢとＤは一緒なのですが、では、どうしてきたかと言いますと、失敗例も成功例
もありますが、2005 年頃に、システムも構築しているあるベンチャーの旅行会社が弊
社に対して、web システムの改善を売り込みに来て、プレゼンをして、絶対に売上が上
がりますということを言っていたので、小さい旅行会社ですが実際に成功していると
ころで、そこを M＆A したわけではないのですが、あなたが弊社に来て取締役をやっ
てくれるのであれば、御社のシステムを導入しましょうということで、人をまず入れま
した。彼は、自分の会社の社長と弊社の取締役を兼務して、彼がいる間にＡの人たちを
３人ぐらい彼に付けて、１５年間くらいずっと今までやってきて、そのメンバーが今、
弊社のコアメンバーになっています。そして、その次のＤＸサポート人材というのがど
んな人かわからないので、ちょっと言えないのですが、そういう人たちが今をやってく
れているので、まさに、同じような感じで、今はプロジェクト、または社内スタートア
ップを毎年、コロナ禍ではなかなかできなかったですが、その前は色々やって、成功し
たのもありますし、失敗したのもありますが、成功したなかには、別会社でＲＢＣなど
からの出資も募って、ＳＰＭクラウドという公共施設管理システムを沖縄だけではな
くて、全国に展開しているところですが、そういうようなものをやっている状況です。 

強化すべき人材とか色々ありますが、社内ではよく言うのですが、業界の web シス
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テムはわかるので、そのピッチャーが投げてくるボールが見えているかどうかが大事
なのですが、これは本人しかわからないと思います。ボールが見えているかどうか話し
合いでやらないと、ボールが見えていなくてもホームランを打つ人がいますが、本当に
ボールが見えていて、縫い目まで見えているかどうかというのが業界のことで、将来２
年後３年後にこの業界がどうなっていくのか、業界が使っているシステムがどういう
風に変わっていくのかというのが、しっかり見えているかどうかが大事ではないかと
思います。そうすれば、投資ができますから。ただそれでも、３割が打てない。そんな
もんだと思います。７割は失敗して、残った３割が成功してやっていくのではないかと、
それを試行錯誤で繰り返している状態です。PDCA というきれいなサイクルではない
です。暗中模索です。そういう状況です。 

 
○ 宮城委員： 

中小企業家同友会から来ていますので、比較的小規模の会社のことを述べたいので
すが、まず、Ａの「育成を強化すべき人材とは」というと、どういう人が必要かという
と、自社の仕事の仕分けをして、その中の何に IT を使った方が効率化できるかという
ことが判断できる人だと思うのですが、小規模の会社でそういう判断ができる人はほ
とんど経営者ではないかと思います。やはり、経営者がそういう判断ができるように成
長していく必要があると思います。経営者のフォローをする人が社内にいるとしたら
ですが、実際にはなかなかいません。後で、皆さんにお聞きしたいのですが、県内にも
専門学校や大学で IT の勉強をしてきた学生がいると思うのですが、そういう人を中小
企業の現場であまり見たことがありません。どこに行っているのだろうというのが、少
し気になります。実際には、弊社でも、給与計算ソフトや会計ソフトをネットバンキン
グとつないで Fin-Tech ということをやると、ものすごく効率があがって、会社の業務
を前進させることができたと思うのですが、そういうことをサポートしてくれたのは、
金融機関だったり税理士だったり社労士だったりすると思います。こういう人たちに
もっともっと IT を勉強していただいて、中小企業のサポートをしていただけると、小
規模の中小企業にとっては、力になれるのではないかと考えています。 

 
○ 仲間委員： 

皆さんがおっしゃられている通りで、本当にそうだと思いますが、育成を強化すべき
そもそもの人材のパイが、人口的に少ないので、特に零細企業は社員数も少ないので、
どうやって人材を育てるか、研修にすら行けない人が大半だと思います。そこにどう横
串をさせるかというのが、我々もずっと悩んでいるところではあるのですが、だからと
言って、企業がやる気がないのかというと、実はやる気がないわけではなくて、危機感
に気づいていないというのが企業の大半かと思います。危機感に気づいていない企業
を、どう丁寧に紐解いて、未来を語って、そこに危機感をイメージさせるかというとこ
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ろと、それに合わせて、人がいなければ、経営者自身がやるしかないですし、その人数
に合わせて、一人でも二人でも、内製的に人を育てていくしくみというところを両輪で
回さなければ、いくら人材育成の施策を打ったところで、来る人は限られているし、年
間でいくと、どの事業をとってもそうですが、５０社から１００社ぐらいがせいぜいの
パイかなと思います。中小企業は７万社くらいあるので、それだと全然足りないという
話になりかねないので、そこをうまく仕掛けていかないと、本質にはなかなかたどり着
きにくいのではないかというのが正直なところです。 

経営者自身のマインドも、IT に強い経営者とそうではない経営者がいるので、そこ
の両輪で仕掛けていかなくてはいけませんし、この講座をやるので経営者の人に出て
ねといったところでということもあったり、IT に強い人材がその研修に出ても経営者
に IT マインドがないと、価値観とかがそもそも跳ねのけられてしまうのを見てきてい
るので、そこの人材の捉えないといけないかと思います。やれる方法はたくさんあるの
で、どれだけ多様性を持って、事業化をしていくかというところは結構重要だと思うの
で、パターンをいくつか出して、それにクロスするような人材育成事業をどんどん作り
上げていくことが全体のやり方だと思います。そうすると、質も量も、適切にその人に、
その会社にあった IT 人材育成事業が成立するのではないかと思いました。 

「ＤＸサポート人材の育成」というところも、人材は枯渇するので、特に IT 人材は
枯渇するので、今から育てるというのはなかなか先の遠い話である。でも、育てないわ
けにはいかないので、学生も含めて育ててくことと、即戦力として、例えば、IT リタ
イヤ人材の活用というのはポイントだと思います。今実際にコンサルをされている
方々も、５０～６０代の方が多いので、昔の価値観や考えという言い方をされる方もい
ますが、実際に実務で動いている方々がそもそもその年代なので、その方々が実践で培
ってきたものを、どう、リタイヤしても現場に伝えていただけるかということは、仕掛
けとしては大きいと思っています。企業側にとっても、恐らくリタイヤすると嘱託のよ
うな形で、ある一定の時間、時間給で交通費を出してという形になると思いますが、そ
ういう仕掛けをしながら、企業にとっては低コストで、リタイヤした方々にとっては、
収入の糧を見出せるという、両輪の仕掛けがあってもとてもよいと思います。 

 
○ 上間委員： 

 人材のところは、あまり得意ではないので、見えている世界のなかでの話をしますが、
育成を強化すべき人材は、中小企業は先ほどお話があった通り、まずは代表者。規模が
小さいと、推進というほどのエネルギーを持った人材がそもそも社内にいない。そこは
割り切って、社長に頑張ってもらう。一定の規模があれば、役員クラス。次の D の提
案をしたいのですが、結局 DX を推進するということは、社内の構造をかえなくてはい
けないので、経営側の理解がないと、ただソフトウェア導入の手続きを頑張る人という
話だとＤＸと言えない。それらを有機的につないでいかなくてはいけないので、経営理
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解、そのあたりのリテラシーが高いという、少しハードルが求められる仕事だと思いま
す、このＤＸは。なので、弊社のクライアントの企業でやってもらっているのが、パー
トタイムの社外取締役、先ほどの東委員のアイディアに近いのですが、ＤＸ推進という
のは、現場をやってみると別に一週間 40 時間フルフルでやる仕事ではない。情報の整
理整頓だったり、随時ペースメイキングしながら、きちんとプロジェクトとして、しっ
かり導入までやっていくというのが実態だと思う。そうなった時にパートタイムで、今
までそういった実装を経験したことのある人材を、月に 10 万円払って、月に１回来て
もらって、ペースメイキングと次の ToDo の指示、その進捗を途中で確認しながら、
実装が終わるまでのプロとしての契約というのが一番リアルではないかと思います。 
そういった人材の方からすると、1 日の仕事、半日の仕事で 10 万円の粗利益という仕
事も、沖縄では、ありがたいと思う人材も多かったりするので。そのあたりを上手に使
いながらコストとの兼ね合いを考えていくのが、中小企業の現場ではリアルなやり方
だと思います。やはり社員をＤＸ人材にできるほど余裕がある企業はまだまだ中小で
は少ないので、社長が変わるか、そういうパートタイムのプロを入れていくかの 2 つ
が提案になると思います。 

 
○ 稲垣委員長： 

私も意見を言わせていただきますが、その前に、今まで出た意見のなかで、補足したい
とか、言い足りなかったとか、質問したいとかあれば、先にお伺いします。 

 
○ 東委員： 

さっき言い忘れたことなのですが、弊社もそういう人材を育ててはいますが、「プロ
ジェクトマネージャーもどき」くらいしか育てられません。実際のシステム構築は、外
部に委託しなくてはならないので、ここの P6 の図の中で、DX 人材養成講座のところ
で、非 IT 企業ではシステム管理者はいますが、データサイエンティストとかアナリス
トとかを育成する方が難しいのではないかと思います。「プロマネもどき」のような人
材は、自社の仕事を理解していて、外にあるシステムの情報もある程度持っていて、そ
れをどう組み合わせて自社に適用していくかということができる人材を、自己流です
が育成できているので、実際に自分のところでデータサイエンティストとかデータア
ナリストとかを育成することの方が、どのレベルかは別として、そっちの方が難しいの
ではないかという感じがしました。 

 
○ 細川委員： 

先程、上間委員から、社長がやるしかないか、その次かという話がありましたが、そ
うだと思っていて、中小企業で、もう少し大きな中堅企業でも、エースまたは社長がど
れだけそこ割ける時間を作れるかだと思います。エースの時間を少しそっちに持って
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いけるのかどうか、というような経営判断ができれば進むのだと思いますが、エースを
一人も入れずに、オタッキーにやっておけということでは絶対に回らないと思います。 

 
○ 稲垣委員長： 

さっきの細川委員のご発言のなかで、D の人材と X の人材の両方が必要だという話
がありましたが、ある規模以上の会社であれば、二人を選んで一緒にチームにすること
はできるかもしれませんが、中小企業と言っても、規模には相当の差があるので、小さ
い所だとなかなかそういう配置ができないと思います。そのあたりはどうお考えです
か。 

 
○ 細川委員： 

X 人材の方が大切で、業務を改善する側の人が大切で、IT 側の人は、その人に牽引
力はなくても技術的に相談する相手ということで、X の人がやりたいこと、作りたいも
のがあって、それはどうやったらできるのかを聞く相手だと思います。 

 
○ 稲垣委員長： 

その前に小渡委員から、割と小分けにした業界別に展開していくことによって、ある
程度、かなり小さいところも含めて、束ねられるという、そういうイメージのご意見で
したね。 

 
○ 小渡委員： 

実際に話を聞いてもらいたい人まで、なかなか情報が届いていないとか、アクション
が起こせていないという現状があると思うので、より各業界団体とか、企業に近い人た
ちが行った方が、金融機関なのか、ISCO なのか、県なのか、中央会なのか、色々な団
体があると思いますが、結局、「今、行動を起こさなくてはならない」という着火する
部分は、多分、経営者によって誰がボタンを押したら動くかが違うと思うので、そのパ
ターンのバリエーションを持っておいた方がよいかなという発想です。そのうちの、仮
に密接に業界団体なりが会話をしているのであれば、また、日頃そのようなアドバイス
をしているのであれば、その人からアプローチをして行った方が、個別具体的に各社の
課題に対して伴奏できたり、そういう人がいれば、それができるというイメージです。 

 
○ 稲垣委員長： 

県内の中小企業が 7 万社ということですが、仲間委員は業界団体を上手に活用して
働きかけという方法で効果は出てくると思いますか。 

 
○ 仲間委員： 



11 

そういう業界も必ず、全体にあるはずなので、「1 か 10 か論」というよりは、どれが
折り合いを付けながら最適な部分を頭打ちしていくかということなので、そうすると
「1 か 10 か側」にいる人たちは絶対に取りこぼしていくので、それは次のステップと
して、また試作を打っていくみたいな形でやって行く方が、一番あたるパイが大きいの
で、そこをベースとして一度作ってみましょうというやり方がよい。今のやり方は、色
んな大きい事業を見ていくと、パイを全体にバーっと広げているので、コアのところが
なかなか反応していないのではないかという仮説があるので、そういう意味で、小渡委
員がおっしゃっているのも間違っていないし、各委員がおっしゃっていることは何一
つ間違っていないので、あとは、どれを優先的にやっていくかということだと思います。 

 
○ 稲垣委員長： 

あと 15 分くらい、15 時まではこのような感じで意見交換をしたいと思います。どな
たか発言はありますか。 

 
○ 小渡委員： 

今の発言に関連して、全員を助けようとするのは望ましいとは思いますが、恐らく無
理なので、ある特定のサイズを絞っていったなかでの上の人、やる気のある人から事例
を作っていくことで、それを波及させていくというアプローチをとらないと、多分、全
員でやりましょうとか、そこだけやるのはずるいとかインチキだとか言う話ではなく
て、やる気があって、動けて、実績が出せる、稼げるというところにつなげられるとこ
ろを、闇雲に支援するというよりは、やはりある程度は選んでいく必要が、リアリティ
としてはあるのではないか。 

 
○ 上間委員： 

やはり、みんなリアルに儲かったら、お金をもらえたら、やると思います。今の人材
の話は、社員に同じ給料で、違うことをやれという指示が前提として、議題が進んでい
ますが、それだったら、わざわざ現場で働いている社員が「やります」と言うかでしょ
うか。先程のコンサルタントしかり、そのポジションの人たちも、これって特殊スキル
だから、ちゃんともらいますよみたいな形で、給料がアドオンされたりすれば、それは
それで、人材育成という話よりは、凄いシンプルなインセンティブになると思うのです
が 

 
○ 稲垣委員長： 

事務局ファシリテータの新谷さんは、ここまでの一連のご意見を聞いて、ご質問など
はありますか。 
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○ ファシリテータ（新谷）： 
 あとで総括的なまとめのところで少しやりたいと思ったのですが、今、いただいた意
見のなかで、特に重要だと思ったポイントが、前回までの議論にあった、自社主導型の
DX を推進していくということ、例えば、どこかの会社に丸投げするのではなく、自分
のところで、もちろん技術的なことでできないことは外注するのですが、外注する会社
はどこがよいかということもを全部考えてくださいというような丸投げするのではな
く、そこを狙っていくということに関しては、仮説的にどういう人材だけは沖縄の中小
企業でも確保しなくてはならないかということを考えると、まずリーダーがいなくて
はいけない、それと企画や戦略をやる人がいなくてはいけない、同一人物で全部できれ
ばよいかもしれないのですが、そういう役割を担う人が必要だということ、あと、他に
もいくつかに重要なものがかもしれませんが、その二人の人だけはなんとしても確保
しなくては進まないのではないかと思いながら、皆さんの意見を聞いていたのですが、
まさに、その点に関して、全くそれと同じようなご意見をたくさんの方に言っていただ
いたと思いながら聞いていました。 
 X を進めるというご意見では、まさにそこの人材だけは確保しなくてはならないとい
う話だと思いますし、課題を発見できる人とか、会社を変えて行かなくてはならないと
考える人を発掘していくという話ですが、それはまさにそのような二人の人物をなん
とか内製化していくということとつながるんだろうなという風に思って聞いていまし
た。 

しかも、それを単に発掘するだけでなく、そこを育成するということも恐らく鍵なの
で、前回の議論で、経営者の啓発が極めて大事だというご意見をいただきましたが、今
日の議論で、経営者に対して啓発するだけでなく、経営者を育成することも大事だと感
じました。加えて、リーダー職、企画・戦略職の二人の人物をイメージした育成が大事
なのではないかということに、今までの議論は集約できることの一つなのではないか
と思いました。さらにもう一つあったのが、そこにコンサルが大事だということ、何も
二人だけですべてやるということではなくて、技術的な面も含めて、その二人に対して
入れ知恵するというか、技術的なものに関する情報も提供する、もっと他の会社の動き
であるとか、第三者的にその会社を見て、色々やるなど、要するに、DX の推進に協力
してくれるコンサルのような人を外から連れてきたりすれば、もっとうまく回るので
はないかと思います。内製化をしつつ、コンサルの活用育成というのが同時に大事なの
ではないかと思いました。 

以上、重要だと思うポイントをまとめてみたのですが、それについて皆さんがまさに
賛同されるか、違う意見をお持ちか等、教えていただければと思います。 

 
○ 稲垣委員長： 

今の話に何か、反応する方はいますか。 
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○ 古宮委員： 

前回も経営者層の改革というのが議論の中心にあったように思いますが、今の提言
もやはりそうですね。というところでいくと、経営者層の変革、X への教育というのが
あまりできていないということだと思います。それを、早急に、県の予算か何かわかり
ませんが、進めるべきだと思います。 

先程ご紹介したものですが、案内し始めて、そんなに詰まるのかと思いましたが、大
きなイベントだと ZOOM でも併用してやっているので、200 名という枠を設けて、リ
アルで 50 名の枠を設けたら、一瞬にして、若手が集まりました。現場にはそういうマ
インドがあるんだということがわかりました。 

ただ、色々調整していると、沖縄の特徴かわかりませんが、内地の方でやると時間外
の教育というのが、ほぼブラック企業のような感じで、なくなってきています。昔は勉
強というのは、時間外にやるものでしたが、今は業務時間内にやるのが普通になってき
ています。時間外であっても、土曜日にするくらいです。ところが、今回の講座は、全
部 19 時～21 時半とか、22 時まででセッティングしていました。色々聞いてみると、
沖縄ではそうじゃないと集まらないということがあって、なぜか聞いたら、会社を抜け
られないということで、そういうところが、経営者なのか、管理職なのかという教育が
必要な所以になっているのかなと思います。優先順位一番で取り組むのであれば、業務
時間内できちんとみとめてあげるべきで、そういう実態からも同感します。 

 
○ 稲垣委員長： 

古宮委員が今、50 人すぐに集まったという話をされましたが、それは素晴らしいこ
とで、そこからもっと広げていけばよいのですが、一方で、仲間さんが 7 万社あるとい
う話をされているので、7 万社全部じゃなくてもよいでしょうが、50 人を如何にして 5
千人にしていくか、二桁プロモーションするための、インクリーションするための仕組
みを考えなくてはなりませんね。 

どなたか他にご意見ありますか。 
 

○ 仲地委員： 
今年も去年も DX の講演をやっているのですが、そこに参加している方々は全部中

小企業の部課長で、そのなかで一番最初に社内の課題をどう思うか質問したところ、あ
まりわからない。自社の課題がわからない。それで、30 分くらい、簡単な DX と課題
を見つけて、それをどうしていくかということで、課題にはこういうのがあるとか、会
社の課題の例えを提示して、こういうものならば簡単にできるとか、例えばスマートフ
ォン一つあれば色んなことができるという話をすると、耳がこっちを向くのがわかる
のです。そのなかで、もう一度 20 分時間を設定して、みなさんで考えてみましょうか
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というと、グループで課題を出すと、違う業界の人でも、こういう風にしたらよいとか
意見がでるようになります。宮城委員の中小企業家同友会でも、社員数が 5 人、10 人、
15 人というような経営者と話をしても、このような入りやすいワード、例えば、スマ
ートフォンでこういうことができるとかいうような話をすると、すぅ～っと入ってい
きます。ですから、まずは、課題というのはこういうものだというものを出して、そこ
から皆さんに考えてもらう。考えたものを皆さんで共有して、どういう風にしていくと
いうように、PDCA を回していく、そうするとどんどんどんどん興味が沸いてくる。 

7 万社の企業をもし全部やろうとしたら、各団体を通しての啓蒙活動を続けていくし
かない。簡単な例を用いて、まずはスマートフォンでやりましょうよ。 

 
○ 宮城委員： 

今の仲地委員のお話はまさしくその通りだと思っています。中小企業の会社の部長
や課長は恐らく自社の課題がわからないだろうと思います。自分の会社のなかでしか
仕事をしたことがないので、他でどのようにやっているか知らないと、これがこういう
風に改善できるということには、決して結びつかないので、そういうことに気付けるア
ンテナを持った人が他社と交流するということが重要かと思いました。 

 
○ 稲垣委員長： 

先程、どういう人材が必要かということで、色々な表現の仕方がありましたが、何よ
りもまず必要なのは、DX を進めようという、やる気のある人を見つけなくてはいけな
い。その人は、課題はわかっていなくても、わかってなくても DX をやりたいという人
に、やりなさいと言ってみんなで引っ張りあげてあげるような仕組みが必要で、小渡委
員が「火を付ける」と言いましたが、どういう火の付け方が効率よく着火して火が拡大
して、しかも災害にならないという火の作り方、これを考えなくてはいけない。別の言
い方をすれば、必要な人がいるのに気がついていない、見つけていないだけではないか
と仲地委員はおっしゃったけれども、それを顕在化して戦力化するには、やはりやる気
のある人が自分ででてくるような、あるいは、小さな企業に声をかけなくても、小さな
企業の側から「やりたい」という欲求が出てくるような仕組みをつくる必要があるので
はないかと思います。ふと、思いついたのは、企業ごとに DX を進めていることを認定
する制度を国が作っているけれども、ISCO も先日 DX の認定を、県内で 3 番目か 4 番
目かにいただきましたが、これから DX 認定企業は広がっていくでしょうが、この DX
認定企業は本格的なもので、そうではなくて、DX が未来のビジネス世界の重要なポイ
ントであって、それにいち早く目を向けて勉強を始めているというくらいの人を個人
として認証していったらどうかと思う。仮の名前でいえば、沖縄 DX リーダーというよ
うなものを作って、一週間以内の研修で認証がとれるようにして、中小企業は、うちは
取得しましたとか、うちはまだ取得していませんとか、うちはもう二人取得しましたと
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いうような、競争原理が働くようにして、業界団体を通じてもわかりやすい見える化、
「DX リーダーが何人いますか」という問いかけで単純化してわかりやすく、全体の DX
ムードを盛り上げることが必要ではないかと思います。そういう仕組みが、県が主導す
るのか、行政と民間が一緒にやっていくのかは別として、そういう沖縄型の DX、当然
その研修には、沖縄経済の戦後復興から本土復帰、今日に至るまでの沖縄特有の経済構
造の問題点や可能性をしっかり教えることが、本土の DX 研修とは違うところで、そう
いう認証制度を作ったら面白いのではないかというのが、以前からふんわりと思い浮
かべていたことであり、今、皆さんのご意見を伺って、結構いけるのではないかと思っ
たことです 

それから、もう一つ、細川委員がおっしゃった、アドバイザー、専門家と結びつけて
も、自分の会社ではないので、よくわからないと、あるいは、自分の会社ではないので、
そこまで思い入れが作れないというようなことがあるので、オープンイノベーション
のようなものを取り入れたやり方はどうかという話もありましたが、先週のリゾテッ
クエクスポで、結構誰も気がついていないのですが、サブテーマがあって、「ちむぐく
る DX」というのを付けました。その前に、「ハイサイ DX」というのをいい加減に付け
たら、「ハイサイ」は男言葉だから、男女共同参画社会では偏るのはよくないと言われ
て、気楽に「ハイサイ DX」くらいで、DX と巡り会ってもらう年にすればそれでいい
かなと思ったのですが、実は「ちむぐくる DX」というサブテーマにしたことで、色ん
な人に意味を聞かれて、自分で説明しているうちに、結構いいネーミングチェンジだっ
たような気がしていて、それは何かというと、DX というのは、自分の会社の生産性を
あげること、効率化するということが前提にはあるけれど、最終的にはステークホルダ
ー、顧客だけではなくて、地域まで含めたステークホルダー全員に喜んでもらえるよう
な活動をしないと、これから企業は生き延びていけないので、それこそ、SDG’s にも繋
がる話ですが、そういうことをこれまでのやり方でやっても大変なので、やはり IT の
活用を上手にしないと、そういう進化はできないということを見据えた IT 化が DX で
はないかということを、よく考えると先取りしていたような気がして、そういうことを
もう少し全面に打ち出して見える化することも一つの方法ではないかと思います。 

今、頭に浮かんだことを話しましたが、このことについて、何かコメント等あれば、
お願いします。 

 
○ 上間委員： 

あまり論点がぼんやりしてしまうのはよくないので、シンプルにしたいですし、ただ、
それがぼんやりしているというのは、まだ差し迫った課題ではないのではないかと、正
直に感じています。今こうやって議論して準備するということだと思いますが。 
 

○ 稲垣委員長： 
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それは後半の話ですね。前半の認証を作ってプロモーションをするという話につい
てはどうでしょう。 

 
○ 上間委員： 

認証制度については、企業としてはインセンティブ次第だと思います。それをもらえ
たらうれしいし、ありがたいと思います。 

 
○ 稲垣委員長： 

毎月 3 千円手当がつくとかですね。 
 
○ 上間委員： 

去年、稼ぐ力委員会ではない別の会議（部会）で、きちんと計算書をオープンにして、
どれだけ人の育成や労働分配率を意識しながらビジネスをやっているということを PR
する認証制度の議論があったのですが、やはりインセンティブがないので、いかんせん
みんなやる気がでないですよね。ですから、認証というアイディアを県の方からももら
ったのですが、何かそういうおまけバッチのようなものはあまりあってもなくてもど
っちでもよいのではないかなというような感じになってしまいます。 

 
○ 小渡委員： 

沖縄県の SDG’s パートナーという、多分ほぼみんなとっているのではないかという
ものがあるのですが、あれは、ハードルがとても低くて、とりあえずとっておこうかな
という、とってないよりもとっておいた方がよいかというもので、ある意味、出せば通
るような感じになっていて、形骸化してしまっていて、これをどう活用していくのかと
か、上間委員がおっしゃる通り、インセンティブ構造次第で、地域連携企業だったり、
DX 認定だったりとか、色々施策が打たれるのですが、とる側からすると、「で？何？」
という話になるのです。 

 
○ 稲垣委員長： 

例えばの話で、今のような仕組みがあるよねという話を申し上げたのですが、本筋に
話を戻すと、DX をやる気のある人をたくさん作りたいのですが、たくさん出て来たっ
たら、コンサルは個別に対応できないという話があったので、だとすれば、先に行ける
ところから、どんどん行かしてしまって、事例を紹介するという話が出ました。もう一
つは、底上げ型のような、「ブームだからやっちゃった」というような、昔の「英語が
できる人間が社員に一人いないとまずいよね」というようなことで、一人英語教室に行
かせたような、そういう感じの DX 教室に行かせるようなブーム。「沖縄はそんなこと
やってるんだ、凄いよね」と他府県から注目してもらえるような。他の方法も色々ある
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と思いますが。 
 

○ 宮城委員： 
思いつきですが、先程の認証制度という話ですが、同友会から数年前に沖縄県に奨学

金の返済支援をして欲しいという提言をしました。例えば、奨学金を毎月返している人
がいたら、15,000 円を沖縄県と企業が半分ずつ負担して 5 年間支援しますというのを
今年の 4 月から実際に始まっています。弊社でも 3 人くらい使わせてもらっています
が、そうすると 30,000 円の奨学金返済のうち、本人は 15,000 円でよくなり、7,500 円
ずつを沖縄県と企業が負担すると。このインセンティブ制度が使えないかなと思いま
した。DX 人材には給与をアップします、県と企業が半分ずつ出しますというようなア
イディアもよいのではないかと思いました。 

 
○ 上間委員： 

とてもよいです。 
 

○ 稲垣委員長： 
外国人材の活用という話がお二人くらいから出ましたが、外国人材が本当に円安で

沖縄に誘因できるのかという話がありましたが、それこそ専門学校のレベル、大学のレ
ベルから沖縄で勉強して、沖縄でまず最初の就職をしたというくらいのところまでサ
ポートをすると、沖縄に対する愛着が増すし、そもそも沖縄における外国人社会という
のが、それなりにクラスターができているので、そこに引っ張り込んでいけば、多少賃
金が安くても、沖縄は外国人にとって働きやすいということがあれば、2 割くらいの格
差はなんとかカバーできそうな気がします。 

 
○ 小渡委員： 

基本、IT 人材ってむしろベトナムのエンジニアの方が日本のエンジニアよりも高い
賃金が支払われている時代なので、そもそも高度人材に、琉大卒の子と同じに払うとい
う感覚はなく、むしろより高く払うくらいの形で、ベットメイキングの人を雇うわけで
はなくて、先端 IT であったり、新しいことをやるエンジニアを雇うと発想だと、そも
そもプラスアルファを支払うことになる。 

 
○ 稲垣委員長： 

先を行っている企業はもう既に沖縄でそれを実現しているわけですが、それを中小
企業に広げていくと、どうしても過渡的には賃金問題は出てくると思います。 
 あと、どなたかが、沖縄の IT 系の学校を出た人たちはどこに行っちゃたんだろうと
言っていましたが、ほぼ間違いなく東京にいます。それはやっぱり、4 年間奨学金をも
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らって、弟妹がいる人は早く自分の奨学金を返して、弟妹の面倒をみたいという優しい
子が多いので、2～3 割の差でも早く返済したい、ついでに、少し沖縄から出て色んな
ものを吸収したいということだと思います。なので、彼らをどう U ターンさせるか、
ついでに沖縄好きの友達を作って I ターンを引っ張ってくるというような仕組み作り
と同じかもしれません。 
 

○ 稲垣委員長： 
10 分間休会しましょう。現在 3 時 10 分ですので、3 時 20 分まで休憩ということで

よろしいですか。 
 
～休憩～ 
 
 
○ 稲垣委員長： 

それでは、皆さんお揃いですので、はじめさせていただいてもよろしいでしょうか。
先程の皆さんのご意見を検討に向けてのご意見、ABCDE に対するご意見を休憩時間中
に少し対応させてみたら、2 つご意見がなかった項目が見えてきました。一つは、「D 
企業外業界外の即戦力を活用」というところですが、県外の人材をどうにかうまく使う
方法はないかなと思うのですが、このあたりでどなたかご発言いただけないでしょう
か。 

 
○ 古宮委員： 

ちょっとずれた話になってしまうかもしれませんが、例えば本業ではなく、アルバイ
ト的にやっている人材が結構います。副業というイメージで。実はさっきご紹介した教
育も、本業もいますが、ほとんど副業でやっています。自分の企業でやっている知見を
持っていて、こういう教育ができるということで、同じような形でサポートも兼業の人
間を上手く使うと、結構コスト安く効果的なことができるような気がするので、そうい
うのも検討いただきたいと思います。 

 
○ 稲垣委員長： 

こちらのニーズがあるところと、県外にいて能力がある人のマッチングはどうする
のですか。 

 
○ 古宮委員： 

そこは ISCO で。 
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○ 細川委員： 
総務省がテレワークマネージャーと一緒に、DX 推進なんとかというような、同じよ

うにマッチングもして、対応する人は 1 時間 5,000 円くらい支払って、企業は 0 円と
いうことを、ずっとやっていたので、小銭を稼ぐことが出来たのですが、そういう副業
というのは結構あると思うので、総務省のような取り組みを県が取り入れればよいの
ではないでしょうか。 

 
○ 稲垣委員長： 

ありがとうございました。もう一つご意見が薄かったのが、最後の「E 中長期的な視
野での人材育成」、これは何が重点項目になるのか。 

 
○ 古宮委員： 

言うのを忘れていました。理系文系という言い方があまり好きではないのですが、や
はり IT 系の教育機関、特に大学での教育は不足しているのではないかと思っていまし
て、学校を作るとまではいかなくても、学部を作るとか、理工系、IT 系、もしくはデ
ジタルをうたった学部をどこかに作るとかいうことで、すぐには効果はでませんが、中
長期的に、そういう人材を沖縄に集積するという意味でも、作ったら明るい未来が見え
るような気がします。 

 
○ 稲垣委員長： 

私も同じ意見で、今月発表された名護の高専に、工業高専なのに観光コースを作ると
いう、中身はデータサイエンスなのですが、観光に特化したデータサイエンス学部を作
るということで、今、カリキュラムが済んで、学生募集も始まっていて、来年 4 月にコ
ーススタートという風に聞いています。高専なので、中学生がそこに行こうか考えなく
てはならないのですが、観光系のデータサイエンスなんて聞いても中学生がわかるわ
けがないので、親も先生もわからないですよね。そこで、どうしたらよいかということ
で、私が意見として言ったのが、沖縄のリーディング産業は観光と IT です。どちらか
に将来勤められたらよいですよね。でも中学生ではまだ決められませんよね。工業高専
の観光コースに行くと、どちらにでも就職ができますというアプローチで優秀な中学
生を集めたらどうですかという提案をさせていただいているのですが。 

 
○ 仲地委員： 

IT 業界は結構、沖縄工業をはじめ工業高校に推薦もらうことが多くないですか。 
 

○ 小渡委員： 
弊社は最近いないですが。 
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○ 仲地委員： 

沖縄電力グループはじめ色んなところで、工業高校から推進で送ってくださいと言
われているのですが、優秀ですからもっと広がりますよね。 

 
○ 稲垣委員長： 

今非常にわかりやすい例として一つ挙げたのですが、例えば普通科高校、小学校、中
学校でも、IT 社会に向けての教育というと、ついついプログラミングに向かっていく
ような流れができていたり、少し IT 社会とは何かという話はするけれども、もっと古
宮委員がおっしゃるように、理系文系の相半ばするところの世界を、年齢が若いうちか
ら親しめるような働きかけができたらよいと思っています。 

 
○ 古宮委員： 

もう一つ事例なのですが、今の人材不足で、就活生が全然集まってこないということ
全国的に起こっているのですが、私の知っている大阪の会社で、BPF パートナーズと
いうまだ 140～50 人の IT 企業なのですが、結構採用が出来ているんですね。どういう
仕組みかというと、一般の方々、IT がわからない方々を採用して、エンジニアにして
あげますよという教育とセットで採用しています。これは時間がかかる話なのですが、
今のこのマーケットの状況を見ると、こういうのも沖縄にあってもいいのかなという
気がしています。結構エンジニアになりたいという人がたくさん溢れていると思うの
で。 

 
○ 上間委員： 

小渡委員、CODE BASE でやっているじゃないですか。あれはそういう狙いなので
すか。 

 
○ 小渡委員： 

そうかなと思いますが、結構社会人、学生も沖縄市とか宜野湾の方でやっていますね。 
 

○ 上間委員： 
プロトという会社がそれに似た取り組みを既にやっています。有料ですか？ 
 

○ 小渡委員： 
有料じゃないですか。社内に入社させて、お金を払いながら育てるという取り組みで

す。  
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3． 論点④「産業ＤＸの更なる加速に向けて」について 

 
○ 稲垣委員長： 

よろしければ、ここからは、二つ目のテーマにそろそろ入りたいと思います。資料の
P12 をあけていただくと、論点④というのがあって、産業 DX のさらなる加速に向けて
ということで、現状は DX に向けた取り組みだけでなく、加速させる取り組みが不足し
ていると書いてあって、ABC の 3 つの方向性が提示されています。A は沖縄をデータ
活用の先進地にする方向性、B は行政 DX をどんどん進めて行くという方向性、3 つ目
は重点的に注力すべき対象、取り決め、選択と集中といいましょうか、看板商品を作る
ということだと思うのですが、この ABC についても先程と同じ形でご意見を伺って行
きたいと思うのですが、今度は上間委員からお願いしてよいですか。P12 の下、「A 沖
縄をデータ活用の先進地にする」、「B 行政ＤＸを推進する」、「C 重点的に注力すべき対
象や取り組みを作っていく」、あるいはそれ以外に産業 DX を加速させる手法が思いつ
けば、これ以外でも。 
 

○ 上間委員： 
繰り返しにはなりますが、実業、産業側からみた場合に、沖縄の産業はまだまだ強い

とはいえない状況で、一つは投資能力が少ないんですね。お金の問題も往々にしてある
ので、先程のインセンティブ、認証制度とか、教育にかかった費用を県が半分負担する
というようなことがあると、みんな積極的にやろうという姿勢が素直にでてくるので
はないかと思います。それが一つ、インセンティブ設計と、あと、環境側で行政が変わ
るというのは、結構強いインセンティブになると思って、市民や法人、組織は行政と仕
事をする機会が結構あると思います。直接的ではなくても各種証書の取り寄せとか、そ
ういう窓口などがどんどん DX されていけば、自ずと会社側も効率を求める会社は、役
所まで行かなくても書類とれるとか、きちんとデジタルベースで契約もできて PDF で
保存もされているとか、そういう風に、行政が取り囲む環境として、DX をおいてあげ
ると、その中で感度の高い会社は変わっていくとおもいますし、これは行政がやるかや
らないかの話なので、経営者たちに働きかけるというよりは、かなりコントローラブル
で実効性が高いのではないかと思います。 

 
○ 仲間委員： 

DX の先がデータの利活用になるかと思うので、ここは取り組まなくてはいけないマ
スト領域かと思いますが、あとはやり方だと思います。その時に、行政の視点と民間側
の視点があって、民間側の視点でいくと自社のデータですら活用できていない企業が
まぁまぁ多いと思っているので、データ活用の、どう活用できるのかするのか、どうい
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うデータを集めるのか、クロス分析しないとなかなか難しいので、ビジネスデザインを
描くに向けてのデータの活用とクロス分析のやり方のようなものを育成していかなく
てはならないというのが一点です。 
 もう一点、行政側でいくと、どこかでの回で、行政の DX 化を是非という話をしまし
たが、今公開されているデータをすべて CSV で吐き出せるようにしていただきたい。
PDF データだと活用ができないので。わかりやすくいうと、内閣府がやっている
RESAS というデータベースがありますが、せめてあのレベルでは欲しいと思います。
とりあえずは以上です。 
 

○ 宮城委員： 
私自身は県と直接お仕事をした経験はあまりないので、よくわからないではあるの

ですが、県の発注業務を IT を使わないと受注できないようにすればよいのではないか
と思います。弊社は建設業関連ですので、大手ゼネコンが電子契約で、支払いもすべて
振り込みか電子手形なので、それをやらないとゼネコンと仕事ができないという状況
になっていますので、強制的に IT 化が進められるわけです。そういうところです。今
年から、ゼネコンが県内の工事現場でも弊社のような会社から機械をレンタルするの
ですが、レンタルする時にゼネコンの ICE タグを貼って、これで管理をしたいから、
平社が提供する機械の全てにゼネコンの ICE タグを貼り付けて欲しいということにな
っています。ただ弊社は 15 年程前から自社で IT タグでの管理を始めていましたので、
私たちにとってはすぐにできることなのですが、恐らく他社にとってはかなりハード
ルの高い仕事ではないかと思っていまして、これが参入障壁になって弊社がゼネコン
の仕事をある程度独占できるという状況が生まれるのではないかと期待しています。
そういうこともありますので、発注する側が IT を使ったシステムで発注をしていくと
いうことは非常に効果があると思います。以上です。 

 
○ 東委員： 

データ活用の先進地へということなのですが、イメージが少し沸かないので、どうで
しょうか、今、人出ばかりのデータを集めて、人が多くなりました、出歩かないでくだ
さいみたいなことがあったかもしれませんが、結局 POS レジのデータも集めてやると
言いましたが、結局出てこないですよね。かけ声はよくて、よいのですが、なかなか成
功モデルというのが出てこない。そういう中で、弊社のレンタカーはコロナ前は、全体
の外国人のシェアの半分くらいを弊社が持っていたと思うので、台湾は 8 割持ってい
ましたので、総合事務局は買ってはくれませんでしたが、非常に積極的に弊社に来て、
それをデータとして外国人が事故の多い交差点改良をしたり、国道の標識を外国人が
見やすいように変えたりしていました。日本人は左しか見ませんが、外国人は右側も見
ますので、右側にもこっち向きの標識を作ったりしていました。それはお金をもらわな
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くても、どちらも Win-Win なので提供しましたが、やはり他のところはオキコムと一
緒にやっている OTS サービス研でも、データ活用事業を相当やっていますが、やはり
なかなかマネタイズできません。そういう意味ではイメージがなかなかわかないとい
う感じが一つあります。 
 行政の DX 推進ですが、先程あったように、目に見える形でデータを利活用して、事
務はもちろんですが、道路など、県道の改良などの部分も含めてやるのであれば、レン
タカーのデータなどもどんどん提供して、事故を減らすとか、精神論だけではなくて、
業界のデータを利用して、こういう交差点改良ができましたとか、そういったものがで
きてくると、官民一体となって、世の中のためになるのであればデータを出そうという
ことになってくると思っています。 
 重点的に注力すべき対象や取り組みですが、私は観光の中にいますが、他社を見てい
て、観光施設でもホテルでもレンタカーでもグローバル、または全国的なポータルサイ
トにピンハネされっぱなしなので、地域主導型観光の構築というのをやっていかなく
てはならない。我々は最初にも申し上げましたが、独自の越境 EC で海外に直接アプロ
ーチしたりしていますので、そういう部分でのノウハウの提供であるとか、一緒にやる
ところ、そして今、県内の地域主導型観光に関しても、デジタル DMO プラットフォ
ームというのを構築して、商標も登録したのですが、いよいよ始まっていくので、そう
いったプラットフォームに参画する人たちも講習を受けることになるので、先程あっ
たように、認定をしてもらって、半分くらい講習費用をサポートしてもらったら、普及
していくのではないかと思います。これは導入は無料ですし、ピンハネされっぱなしで
はなくて、逆に自分のところにアフィリエイト手数料を我々がお支払いするという、日
本でも全く新しいしくみですから、観光施設も自ら旅行商品を作れるというものです。
しかし、あまり、今言うと、大手が一年後くらいに同じのを作って、また潰そうとしま
すから、書かないでください。よろしくお願いします。 
 

○ 細川委員： 
行政 DX の推進ということで、行政機関は総務省から DX をこう進めろという手順

書が出ているので、その計画書に沿ってやれと言っていますので、ちょうど 31 の手続
きと 20 業務の標準化というのをやっているので、やらなきゃいけないとは思いますが、
計画に乗っかってしまっているので、稼ぐためのさらなる加速という意味では、マイル
ストーンが決まっていて、ここまでにこうやっていきましょうというのが決まってい
るので、そういうキーになるものにはなりにくいと思っています。ただし、それをどう
やって活用するとか、手続きが楽になるだけでなくて、結局、県庁の庁内でどうやって
DX を起こしていくか、それをすることによって、産業側にどう波及できるかというの
は県庁側の課題なので、色んな意見を聞きながら進めていきたいと思っています。その
なかの一つとして、沖縄がデータ活用の先進地になるかどうかわかりませんが、折角の
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データ、特に観光のデータなど貴重なデータがあるのに、そういったデータを県全体で
上手く使えていないとは思っています。ですので、広告宣伝を打ったものから、その後、
それを活かしてどういうデータを集めて、どういう売り物に繋がったということは県
も見えていないですし、産業界の方々と企業の方々と、そこを上手くデータ連携しなが
ら分析させていただいたり、上手く活用させていただけたらいいのになとは思ってい
ます。それがここに書いてある活用なのか、データプラットフォームと言っているのか、
ちょっとわかりませんが、この図の一部でも県が持っているデータとかオープンデー
タを活用しながら、オープンデータというのは一部だと思うので、上手く活用していた
だきながら、こんなデータが欲しいとかあんなデータが欲しいとか県に突き上げてい
ただければ、とても嬉しいなと思います。 
 最後の検討事項の C の「注力すべき対象」については、やる気のない企業は意識の
問題だと思いますが、少し話が戻って前回の話かもしれませんが、経営者に意識を持っ
てもらうための気づきの場とか、セミナーとかではなくて、そういう人たちが集まった
ワークショップとか、先程はオープンイノベーションと言いましたが、そういうので、
はっとみんな気づくのではないかと思うので、そういう取り組みが積極的にできたら
よいと思います。 
                                                

○ 古宮委員： 
データの活用というのが一番難しいと思っていて、自分も間違ったことがあるので

すが、分析ノウハウさえ教えればよいということで、教えても、全くそれを有効に活用
することができない、もう一つ失敗事例の 2 つ目が、まずはデータを集めましょうと
いうアプローチも上手くいかないというか、遠回りをしていると、この 2 つをまず言
いたい。では、どうしたらよいかというと、データを活かすということを社員もしくは
県庁の方々も含めてわかってもらう必要があります。先程仲間委員がおっしゃった
RESAS というのは凄くよいモデルだと思います。分析ツールもどんどん増えてきて、
一般の人でもちょっとだけ知識があれば使えるようになっています。他の県の事例で
すが、RESAS を使ってそういう研修をやったところは結構効果があると思っていて、
色んな地域を選んでそこを分析させて、発表させて、何が見えてきたのか、課題は何な
のかというような分析ができて、ではどうしたらよいのかというところも全てデータ
で語らせるということをやると、データ活用の経営ってそういうことなんですねとい
うことに気づいてもらえます。一週間もかからない研修でよいので、是非そういうとこ
ろから取り組んでいければよいと思います。 
 もう一つ、行政 DX の話ですが、これも 2 つの点があると思っていて、県として県民
に対する DX、ペーパレス化という取り組みと、県庁自体の DX というのをまずはやる
べきだと思います。例えば、群馬県庁などでは、全職員が必ず週に一回は在宅勤務をす
るようにという指示が山本知事から出ています。ただそれがあまり守られていないと
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いう笑い話をされていましたが、それを今は、DX 推進課が先陣を切って、週に 2 回、
3 回やるようにしていて、だんだん広がってきているという話がありました。何が言い
たいかというと、例えば、単なる在宅勤務でもやってみれば課題がわかります。お恥ず
かしい話、SCSK も実は結構デジタル化が遅れているということがコロナで初めてわか
ったんですね。2020 年の 2 月から在宅勤務でやるぞという声をかけたのですが、やは
り出勤してくる人が何人もいて、「なんで？」と聞いたら、「領収書をセロテープで貼っ
て持って来ないと交通費の精算ができません」ということで、弊社でさえ、2020 年の
2 月でそういう段階でした。そこから 1 回全部見直そうということで、そういうことが
一切ないように 3 ヶ月から半年くらいかかりましたが、システム自体を突貫工事では
ありますが、変われたし、働き方改革もそこで一気に進めることができたということで、
まずは在宅勤務からでよいので、是非皆さんで進めていただけると、県庁が変わったん
だから自分たちも変わらなければと、今は、多分、やれやれって言ってるけど、全然県
庁も一緒じゃないかというのが県民の間で出ていると思うので、是非頑張っていただ
きたいと思います。 
 

○ 小渡委員： 
データに関しては、民民のデータというのは出すインセンティブはないと思うので、

ソーシャルグッドである交通渋滞を解消するであるとか、台風の被害を把握するだと
か、そういった社会的に意味がある、効果があるというものに対しては、多分オープン
データにしていっても差し支えがないと思うのですが、よくあるデータ活用は、マーケ
ティングや顧客情報などの分析、店舗の中でどういったルートで歩いて、どの商品の前
で止まったとか、手に取ったとか、そういったことを分析して、商品改良だったりとか、
陳列場所だったりとかに反映していくということが話としてはあると思うのですが、
こういう民民のデータはまず出すインセンティブはないですし、競合に情報を渡して、
より競争を過熱させてしまったりすると思うので、それは無理だと思います。どちらか
というとパブリックなデータをどんどん解放していただいて、例えば、空き家のデータ
とこのエリアでこの空き家を取り扱っている不動産業者のデータとかがもし仮に出て
くるのであれば、クロスして、事業をやりたい人間がアクションをとれたりする、沖縄
はトートーメー問題などで、空き家で何かをやりたいと言っても絶対に借りられない
しくみになっているので、でも、ここの不動産業者と話をしたら融通を利かせてくれる
とか、そういう超ローカルルールのようなものがあったりすると、そこまでの何かしら
をあぶり出せるようなパブリックデータがオープンになるといいと思います。 
 県庁側には、これを出して意味があるのかなという思考は止めてもらって、 
一旦出してもらう方が、使い方は民間が考えますのでという話だと思うので、そこの出
す意味があるのかないのかは、沖縄県民のための沖縄県のデータであるのだったら、全
部出して欲しいというのが民間的な発想だと思います。 
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行政の DX については皆さんがおっしゃる通りで、私も補助事業の申請書などを書き
ますが、裏表で 10 ページとか、紙を印刷して持って行く必要があるのですが、これは
本当にやめて欲しいと思います。メンタルをやられるし、環境を汚している感もありま
すし、日々みんなが接するところから、Ｇビズのようなものだったりとか、色んな事例
があると思うので、活用していけるとよいと思います。 
 C についてですが、産業 DX というところからは若干ずれてしまうのですが、東委員
もメタバースの話をされているというコメントが出ていましたが、世の中は岸田内閣
もそうですが web3 という文脈に、転換はしていないと思いますが、領域をぐぐっと開
け始めていると思っていて、これは様々な要因ですぐには動いてはいかないと思いま
すし、NFP という昨年火がついたマーケットがありますが、そういったものに関して
もウォレットがないから出来ませんとか、出来る出来ない問題はありますが、3 年後と
か 5 年後とかというスピード感で、すさまじく世の中が変わってくると思っていて、
ここに対して、DX は DX でデジタリゼーションからデジタルトランスフォーメーショ
ンという議論もやりつつ、この web3 やブロックチェーンなどが前提となってくる世の
中において、沖縄県としてどういうスタディをして何をやっていくのか、結構新潟県の
山古志村だったり、岩手県の紫波町だったりとか、色んなところが、web3 宣言のよう
なものをやったりしているのですが、沖縄県としても、これはチャンスだと思うので、
いわゆるリープフロッグ的な感じで、僕らが今ここで動けば何かしらの結果を作るこ
とは間違いなくできる話だと思っているので、全く新しくてみんなよくわからないか
ら逡巡しているタイミングで、前に出てズバッと言ってくれる沖縄県というのは凄く
格好いいと思います。今、渋谷区が国と交渉しているのは、web3 人材はビザが取りに
くかったりするので、ビザを取りやすくしてあげたりとか、一番は税制なのですが、税
制の部分を国家戦略特区か何かわかりあせんが、とりあえずテストベットという形で、
この島から何かしらやってみようというようなことを仕掛けてくれるような動きが出
てくると、DX は当然進めながらではあるのですが、少し直線上ではない形で物事が発
展してきているので、ここはデジタルの範疇なので、どうカバーしていくのかは今考え
ないと遅い、手遅れになると思います。 
 

○ 仲地委員： 
A のデータ活用については、私も小渡委員と同じように、民民に関しては非常に難し

いと思います。データ活用には 2 つあると思うのですが、過去のデータで色んな傾向
値をとりながら、そのイベントによって未来をどのように予測していくのかというこ
とが一つと、もう一つは、色んなことをしながら一番よい数値がとれた、弊社では農業
もやっているのですが、LPWA という低速通信をある農家の土壌に刺して、水分の量
を量って、水分がどのくらいになったら、LPWA で飛ばしてくる、それでスプリンク
ラーの水を遠隔操作する、それをやっていきながら、どのくらいの水が今までで一番よ
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く育っていたか、それをデータでとっていく。なかなかデータとして上手くいったもの
を出してくださいと言っても出しづらい。上手くいったら自分のところで使いたいわ
けですから、それを補助金を使ってやって、補助金のなかで、データも提供してもらい、
それをオープン化していく。これは漁協もそうです。そういう形で、補助金を使ったも
ので、将来色んなところに横展開できそうなデータをとるというような形で先進地域
を目指したらどうだろうか。 
 行政 DX の推進は、先程から話しが出ている通り、県や那覇市を中心として、どんど
んどんどん変わっていく、そのところをアピールしていくことが一番大切です。 

重点的に注力すべき対象は、行政は上の方でしょうが、観光、農林水産業かなと考え
ています。 

B の方はどんどんやっていかなくてはいけないということがあるのですが、農林水
産はなかなか注目されないというところもあったりするので、実はやんばるでイノシ
シの被害にあっているのをある通信システムを使ってどういう風にやろうかとか、
色々やっているのですが、なかなか関心が向かないのです。その後にどういう世界が待
っているのかとかいうのがあったりするのですが、そのあたりで、沖縄県で、イノシシ
というとあまり大きくないと思いますが、もっともっとサトウキビとか、その他、葉野
菜などには使っていけるのではないかと思います。 

 
○ 稲垣委員長： 

サトウキビのハーベスタの自動運転なら、先週リゾテックエクスポで紹介されてい
ました。 

  
○ 上間委員： 

トラクターみたいなものですか。 
 

○ 稲垣委員長： 
そうです。 
 

○ 細川委員： 
追加でよいでしょうか。B の行政 DX は「遅れてるんじゃねぇぞ」と。活性化する材

料ではなくて、「遅れてるんじゃねぇぞ、行政、ばかやろう」とだけ付け加えていただ
ければと思います。変革のキーとなるようなチェンジドライバーではないと思ってい
ます。逆に遅れた手続きをいい加減にして欲しいと言われているような気がしていま
す。先程の経営者があまりそう思っていないのと一緒です。 

○ ファシリテータ（新谷）：データ活用に関しては、ここまでの委員の方々の意見で一番
多かったのは、民民データはインセンティブがないので上手くいかないので、外して検
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討した方がよいだろう。だけど、同時に行政、民間にも公共に必要なデータというのが
あるだろう。そこを集めて、やらなきゃならないだろうが、集めたからといって使われ
るわけではない。分析ノウハウがなければ上手くいくわけがない。などのご指摘をいた
だき、非常によいご指摘をいただいたと思いました。 
 一つ、ご意見があれば聞きたいのが、上手くいかせるにはどうしたらよいのか。一つ
の意見としては、使って何ができて、それでどのくらい儲かるのか、使って実際にどう
いう風な実際の価値を生み出すかということに関して、使い方の実例のようなものを
しっかり示していくだけでよいのかどうか。それから、実はオープンデータの活用に関
しては、専門家の最近の色んな研究もあって、これまでのマーケティング分析とは違う
基本的な活用がある。これまでのマーケティング分析は、データを使って、こうじゃな
いかという仮説を検証するために使ってきた。そうではなくて、データ分析の基本は、
こんな仮説がいけているんじゃないかという仮説を抽出するために使う。そうなると、
それは DX に繋がる。これが上手くいくということを証明するだけでは駄目で、こんな
ことがどうも起こっているらしいというデータから示唆されることを見つける。そう
すると、今まで仮説というのは、仮説をしっかり検証すべきだ、仮説がないままに調査
をしてはいけないとか言ってきたが、その仮説というのは思いつきでいい加減につく
ったものだったり、個人の経験だけで作っていたりしていた。それが、データに基づい
て仮説が作れるというというのが、実はパラダイムチェンジで、オープンデータの研究
者は一番そこに注目している。ですから、今回もこういうアプローチもあるのではない
か。すなわち、ここは、データの活用そのものは新しいビジネスモデルを発掘するとい
うこと、新しい儲け口を見つけ出すために使うんだという形で、もっとはっきりと方向
転換をして、だからデータの分析の仕方やデータの分析ツールも変わってくる。仮説を
抽出するためにツールを使うということになる。そういう意見があるのですが、実際に
本当に活用するとして、もう少し深掘りのご意見があればいただきたいと思います。 
 

○ 稲垣委員長： 
今のご意見に関連するので、ここで私の意見を挟ませていただきますが、さっきと一

緒で、やや無責任なアイディアだけ出すようで恐縮ですが、データの有効な活用の仮説
をこっちが立ててしまうと、それにはまるものしか引っ張り上げられない。だけど、こ
っちが考えていないデータの活用法は、それは企業にとって、将来の利益を生むからオ
ープンにできない。矛盾があるわけです。これを打ち破る方法は、二つあると思ってい
て、一つは、沖縄をデータ活用の先進地にするために、かなり大規模なオープンデータ
活用コンテストをやる。これは、沖縄の県内企業の部門と、沖縄にかかわる県外の大企
業でもいいですし、アジアの企業でもいいです。沖縄にかかわることでオープンデータ
を上手く使って、こんなことをやっていますというところに、かなり高額の賞金をはた
いて、沖縄平和賞みたいな、これが沖縄のためになっているからお礼にということでは
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なくて、沖縄に関わることで、全国、アジアの参考になればという社会貢献的な意味も
含めて。京都賞というのはあるけれど、滋賀賞というのはないわけで、では、京都賞は
京都だけの話かといえば、そうではないでしょう。沖縄オープンデータ活用コンテスト
というのが一つあります。 
 もう一つ言わせてもらうと、県の色々な補助事業がありますが、得られたデータのオ
ープン化を条件とした補助事業を力を入れていく。採択するかどうかは、得られたデー
タの活用が応用がききそうかどうかを中心に判断して、そのビジネスにお金をつぎ込
む。これは契約だから、補助金をもらったらデータは全部出してもらわなくてはいけな
い。これを県が持つことになる。 
 それから、細川委員関係ですが、総務省の手順書にあわせて着々とやっているという
ことはよくわかっていますし、直接的にどれだけ遅れているとか、少し先にまで進もう
かとか、直接的に今手順書に沿って進めようと思っていると思いますが、少し直線的で
はない考え方も一部取り入れて、沖縄らしさをどう沖縄県庁、あるいは県内市町村で発
揮できるかと、沖縄らしい行政 DX とは何かというのを模索していただいて、それが必
ずしも量的な目標をクリアするというものではなく、質的に沖縄の豊かさを感じさせ、
それを強めるような、そんなことができないかと思っています。とかく行政 DX という
と、効率アップかそれによる県民生活の向上という、そのところに落ち着いてしまうの
ですが、もう少し沖縄のユニークなデータ提供サービスがあってもいいのではないか。
こんなデータを県が民間に提供しているのは沖縄だけとか、それは沖縄だからできる
し、沖縄しかあまり意味がないかもしれないというような、何かそんな分野を見つけら
れると面白いと思いました。 
 

○ 稲垣委員長： 
他に論点④に関するご発言があれば、お願いします。 

 なければ、一応、後で思い出したらご発言いただくとして、ここまでの論点④のまと
めを、ファシリテータの新谷さん、お願いしていいですか。 
 

○ ファシリテータ（新谷）： 
ここまで、論点④について、沢山のご意見をいただきました。沖縄の産業は投資能力

が低いので、インセンティブ設計をして県が支援をして行った方がよいのではないか
というご意見とか、行政 DX の推進というのは、単純に民間業務の効率化が進むという
観点をストレートに認めてよいのではないかとか、また、DX のデータ利活用はやらな
くてはならないことですが、そのために、民間の視点では、自社のデータの活用もなか
なかできていないという現実的な足下の問題がある。ビジネスデザインに向けてのデ
ータ活用、クロス分析など、色々とやるべきことは沢山あるが、同時に行政側では、シ
ンプルな話ですが、PDF でデータを出すのをやめて欲しいとか、すぐにでも改善でき



30 

るような問題は沢山ある。他にも、県の発注業務で、IT 活用をしないと発注できない
ようにするとか、DX ファーストの原則みたいなものを取り入れるとか、人手ばかりを
かけてデータを集めても、なかなか上手くいかなくて、単純な POS レジのデータは出
てこない、これは民民のデータなので出てこないということだと思うのですが、なかな
かマネタイズができないのでイメージがわかない、先程の出口がなかなか見つからな
いという話だということです。 
 他にもグローバルなポータルサイトにピンハネされっぱなしというご意見をいただ
いて、確かに、実は今、沖縄には観光客が沢山来ていて、観光客に関わる様々なデータ
がものすごく沢山あって、バラバラになっています。実は観光客データベースのような
ものがあるだけで、沖縄観光にどれだけプラスかということ。観光に来ている方々の
SNS のやりとりとか、メールにたどり着けるだけで、とんでもないことができるので
すが、そういうデータベースの構築というのがなかなかできないので、そういったこと
は、大きな県の政策としてやった方がよいのではないかと、皆さんのお話を伺いながら
頭に浮かんでおりました。 
 行政のＤＸに関して色々ご意見をいただきました。国の手順書に沿ってやるだけだ
という面はあるのですが、色々と沖縄ならではのことを考えていかなくてはならない
とか、観光関連のデータがあるのに追加していないので、そういうこともきちんとやる
べきだというご意見をいただいたり、ＤＸはまず在宅勤務からという非常にシンプル
なご提案をいただきました。聞こえてくるのは、東京などでは在宅勤務、テレワークを
やらない会社にはもう勤めたくないという若者が沢山いるようです。これからは沖縄
県庁には人も来てくれなくなるなんてことが起こってしまうかもしれないというよう
なことも書きたくなりました。そういったご意見をいただいております。 

また、県への紙でのレポート提出はすぐにでもやめて欲しい、この事業からやめてほ
しいとか、そのほかにも web３.0 へのご指摘や、様々なイベント系のご指摘など、大変
よいご意見を沢山いただけたと思っております。 

論点④については、これらの様々な方向性やご意見をいただいたなかで、具体的な取
り組みにどういうものがあるか、我々の方で整理をして、皆様にお伝えしていくことを
やっていきたいと思います。 
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4． 提言書の構成案について 

 
○ 稲垣委員長： 

今日はもう一つ議題があって、提言書の構成案をどうするかという話です。これは事
務局から説明をしていただいて、皆さんのご意見をいただきたいので、このあとの時間
を使いたいと思います。 

それでは、県から、万国津梁会議から提言までの流れを含めてご説明していただきた
いと思います。配布されているのは新谷さんからの案ですね。 

 
○ ファシリテータ（新谷）： 

私の方でこれからのすすめ方について案を作ってみましたので、皆様方にご意見を
いただきたいのですが、お手元の資料の「提言までの流れについて」というのをご覧く
ださい。 
 こちらにあります通り、本日が第三回会議で 11 月 21 日（月）ですが、次の第四回
会議が 1 月 30 日（月）になります。それまでの間の出来事なのですが、まず、提言書
のドラフトを 12 月上旬頃に皆様方にお示ししたいと思っています。後程提言書のドラ
フトの構成についてご紹介しますが、その後、会議までの間に（12 月中旬から 1 月上
旬くらいまでの間に）、皆様方のご意見をいただきたいと思っています。ご意見をいた
だく方法としては、またお時間をとらえてしまって恐縮なのですが、ZOOM などでつ
ないでドラフトを見ていただきながら、ご意見をいただこうと思っているところです。
そのご意見を踏まえて、修正と提言書の最終案を作成するということになります。その
案を第四回の会議でご提示して、最終確認をした上で、最終的な修正をしたうえで、2
月の末頃に完成させたいということです。現在のスケジュールですと 3 月の中旬頃に
提言書の手交を行うというスケジュールとなっています。 
 この流れについて、ご質問とかご意見があればお伺いしたいと思いますが、いかｇで
しょうか。 
 

○ 稲垣委員長： 
異論ないようです。 
 

○ ファシリテータ（新谷）： 
では、また皆さんお手数ですけれど、ZOOM でお付き合いいただきたいと思います。 

続きまして、提言書の骨子を、本日、ポイントのみですが、まとめて参りました。「「稼
ぐ力の強化に向けた産業ＤＸの加速」に関する万国津梁会議 提言に向けた整理」と書
いてある資料です。こちらは大きな構成としては、この前後に、前書き（はじめに）と
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後書き（終わりに）があるのですが、その真ん中だけを取り出した資料であるとご理解
いただければと思います。ここには何が入るかというと、これまでご議論いただきまし
た論点①～④までのこれらについての主要な意見を集約したものを掲載するというよ
うなイメージです。ここで論点①ですが、「DX の意味がわからない・良さがわからな
い問題への対応」これは皆さんにご議論いただきましたが、ここに皆さん方のご意見の
多くを私の方で要約した文章と掲載させていただいております。似たご意見をいただ
いた場合は一つのご意見として集約させていただいております。ご意見の中でよいご
意見であっても、この論点とは直接関係のないご意見が複数ありましたので、この論点
に関わるご意見のみを抽出させていただいた形になります。論点①のなかで、①とあり
ますが、「沖縄の産業界における DX の認知不足」に関して、議論としては、「経営者に
理解してもらうためには危機感を持ってもらうことが大事である」という問題意識の
なかで、「DX を進めるためにはトップが強いリーダーシップを発揮する必要がある。
危機感が不足した経営者のマインド変革が課題。」、また「経営者に理解してもらうため
には、何を（What）、どうするか（How）ではなく、なぜしなくてはならないのか（Why）
を理解してもらう必要がある。」というご意見もいただきました。また、「経営者のマイ
ンドセットをＤＸの推進に向けて加速させていくことが重要。」「IT 導入によって、楽
に仕事ができるようになれば、黙っていてもみんなそれを使ってくれる。」といったご
意見もいただきました。また、「経営者だけでなく、従業員にもＤＸを理解してもらう
ことで、 各社のＤＸが加速する。」という観点から、いくつもご意見をいただいており
ます。「従業員の DX というのは全社員でやっていくもの。」「会社の中にいる IT に明
るい人をうまく活用する。」または「攻めの DX、守りの DX というなかで、全社員で
やるべきだろう。」 

 
○ 上間委員： 

これをこのまま全部読むんですか？ 
 

○ ファシリテータ（新谷）： 
 飛ばしながら読みます。 

 
○ 上間委員： 

時間がもったいないと思います。 
今はこれに対して、何か言うのでしょうか。 

 
○ ファシリテータ（新谷）： 

 構成について、ご意見をいただきたいと思います。 
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○ 上間委員： 

ちょっと 1～2 分読ませてもらってから意見を言ってもいいですか。 
 

○ ファシリテータ（新谷）： 
 皆さんがそれでもよろしければ、そう致します。 

 
○ 稲垣委員長： 

全体を通してこれだけは説明しておきたいということがあれば、そのまま続けてく
ださい。 

 
○ ファシリテータ（新谷）： 

1 点だけ、論点ごとに整理して、皆さんのご意見のなかで重要なものピックアップし
て、提言の方向性という欄にやや具体的な提案を並べてあります。論点③と④は空白に
なっています。 

 
○ 稲垣委員長： 

 それでは、4 時 20 分まで皆さんに読んでいただくことにしましょう。 
 
○ 稲垣委員長： 

 よろしいですか。 
論点①と論点②に関しては、今まで出た意見の整理がされています。③と④は今日出

た意見が同じようにまとめられるということです。こういう全体構成で提言書という
形になっていくということですね。 

また後でもこれに対して意見を言う機会があるようですが、まとめ方自体について
これでいいかどうかということについて、今何かあれば言っていただいたいというこ
とです。 

 
○ 上間委員： 

これがこのまま提言書になるのでしょうか。もう少し整理されるのでしょうか。 
 

○ ファシリテータ（新谷）： 
もちろんこれをブラッシュアップしていかなくてはならないし、この意見は委員の

皆さんの意見とも言えないのでカットしようとか、逆にこの意見をもっと強調したい
とか、発言したけれど載っていない意見があるとか、発言していない意見でも、改めて
載せたい意見があるとかあれば言っていただきたいと思います。 
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○ 稲垣委員長： 

直したいことがあれば早めに意見を言って欲しいということですね。 
 

○ 上間委員： 
県としてはどのくらいの解像度で提言が書かれていると、次の仕事の実行の精度が

あがりますか。たとえば、そこにかける予算感まで含むのか、戦術の実際の誰がどの部
署がどうやるというところまで入れ込むべきなのか。 
 

○ 事務局（東盛副参事）： 
どの部署にどうやって欲しいというのがより具体的にあればありがたいではありま

すが、予算感には触れなくてよいと思います。民間の皆さんの意見ですので、皆さんの
なかで、こういった取り組みが必要というのがあれば、是非ご提案いただきたいです。 
 

○ 稲垣委員長： 
部分的にものすごく詳細に書いてあって、部分的にすごく大雑把というのも、全体と

してのなじみが悪いので、そのあたりはある程度なだらかにしなくてはならないので
はないでしょうか。 
 

○ 上間委員： 
そこは表現の問題ですが、どの程度の解像度なのか、これまでも箇条書きの提案とし

ては確かにあるのですが、それぞれの提案の目的と。 
 

○ 稲垣委員： 
今日の部分が加わるので、全体としては 10 ページくらいの提言書になるというイメ

ージではないでしょうか。 
 

○ 上間委員： 
これは知事から承認をもらうのでしょうか。 

  
○ ファシリテータ（新谷）： 

一つの提言としてお渡しして、検討していただきます。 
 

○ 上間委員： 
一つの意見ですね。 
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○ 稲垣委員長： 
ただ、知事からすると、割と重い意見です。 

  
○ 古宮委員： 

これは、①～④で終わりではなくて、最後にきちんと提言がつくわけですよね。 
 

○ ファシリテータ（新谷）： 
提言書の書き方としては、最後に要約がつくと思います。 

 
○ 稲垣委員長： 

全体としてこういう提言をしますという、裁判でいうと主文のようなものになりま
す。 
 

○ ファシリテータ（新谷）： 
それが要約になります。 

  
○ 古宮委員： 

要約というか、P5 で論点④で終わっていますが、⑤があって、「まとめ」になるのか、
ここでは提言の方向性しか書いてないので、「提言」という項目があるわけですよねと
いう確認です。 
  

○ 事務局（東盛副参事）： 
提言の方向性と書いてあるところが、提言書では「提言」になっていくのかなと思い

ます。 
 

○ 古宮委員： 
各論点で提言を行う感じですか。 

 
○ ファシリテータ（新谷）： 

要約では①～④を一つにまとめるかもしれませんが、基本的には、この提言内容は、
この資料では「提言の方向性」という書き方をしています。 
  

○ 細川委員： 
論点①からはじまってしまっていますが、「はじめに」があって、目次をちょびっと

だけでも言ってもらえるとよいと思います。 
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○ 東委員： 
提言書というのは大体、一枚表があって、表の方に、例えば 3 項目とか、4 項目くら

いの提言があって、それにこれがくっついているのではないかというイメージがあり
ます。これはなかも割と似ているようなことが多いと思うのですが、順番は考えないと
して、一つは行政内部の DX 化をとにかく進めないといけませんよといいのがさっき
の部分だったと思います。もう一つは、民間の DX 化に関しては、県が予算的にも技術
的にも伴奏できるしくみを作って、民間の DX 化を県が全面的にサポートするという、
この 2 項目、あと何項目かはわかりませんが、この 2 つは大きな提言としてあるべき
だと思います。そして、その内容としてはこういうものがあってよいと思います。民間
の DX 化、沖縄全体の DX 化に対して、県が傍観するのではなくて、予算的にも技術的
にも全面的にサポートするんだということを要求すると。 
 

○ 稲垣委員長： 
そういう整理の仕方もあると思います。「稼ぐ力を強化するために産業 DX を加速す

べきである」という提言が一番大きいですよ。そのためにということで、民間・行政と
分けるのか、あるいは今回の 4 つの論点に合わせて、「下記 4 つの問題への対応が必要
である」と書いて、この問題の順番に意見をまとめて行くという方法もあります。 
  

○ 東委員： 
ただ、ぱっと読んだ限りは、「経営者の意識を変えなくてはいけない」ということは

あるのですが、「官民一体となって取り組まなくてはいけない」という文章がないので、
それを言ったのですが。民民の活動であっても、そこで全体の DX 化を進めるために
は、「官民一体となった」というか。 
 

○ 稲垣委員長： 
それも二つ方法があると思います。提言の入り口として、そこから始める方法もある

けれども、もう一つの方法として、論点の④で「産業 DX のさらなる加速に向けて」と
いうことで、最後に「官民の連携をもっと進めるべきである」という結論的に、最後に
入れる方法もある。 
  

○ 東委員： 
我々、主に民で構成されているところとしては、県がちゃんと予算化してくれないと

いけないと思います。かけ声だけ「沖縄 DX 化しましょう」というのではなくて、県の
内部 DX は、内部 DX として県が予算化すればよいのですが、民の DX 化に対して、沖
縄県が物心両面で応援するという宣言というのは必要ではないかと思います。 
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○ 稲垣委員長： 
基本的には県が「是非こういう提言をしてください」ということで、毛的を出して、

我々が議論をしているわけですが、提言としては、県庁の外から提言が来たという形に
なりますから、県庁がこうしますということをあらかじめ入れておくわけにはいかな
いのです。 
 

○ 東委員： 
ですから、我々としての要望です。要請として。 

 
○ 稲垣委員長： 

入り口のところで、官民の関係をそこに入れてから始める方法が一つと、最終的に論
点④の最後のところに、行政 DX と行政と民間の連携についてしっかり書いて、そこで
締めくくるという方法があると思います。 
 

○ 東委員： 
しつこいようですが、我々がこの委員会で県に求めることは、恐らく予算だと思いま

す。予算ではなくても、実践だと思います。実践には予算が確実に必要ですから、その
民間の DX 化の支援体制を、予算も体制も技術的なサポートも全部含めて、県も全面的
にサポートして欲しいということを、我々から言うべきじゃないかなと思います。 
 

○ 稲垣委員長： 
「予算くださいね」ではなくて、県庁の各組織がそれぞれミッションを持って動いて

いるわけですから、ミッションとして位置づけられれば、当然予算も付くわけですから、
どういうことを県にして欲しいかをしっかり書けばよいと思います。 
 私的に言えば、3 つあって、一つは、産業別に組織が縦割りになっていますが、その
支援というのが、誰が中心になるのかという問題もあると思いますが、これは誰かに言
われたらやるというのではなくて、各産業の担当部局がそれぞれ DX 化を推進しても
らわなくては困る。行政の DX だったら、細川さんのところで全体を牽引しているのか
もしれないけれど、業界別に組織が分かれていたら、それぞれの組織で牽引をしてくだ
さいということはしっかり書かないといけない。2 つ目は、業界団体と会員企業に対す
る民間側の体制を構築する働きかけを県庁からしてくださいということ。3 つ目は人材
育成です。人材育成も県が関わって民間と一緒にやっていくと、この 3 つくらいのこ
とは提言としてしっかり書いておけばよいのではないかと思います。 

 
○ ファシリテータ（新谷）： 

今の東委員のご意見なのですが、私の方で説明が足りなかったかもしれませんが、こ
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の提言の方向性として書いてある部分は、実は、私が意図したこととしては、これは委
員の皆さんの意見のなかの県に予算付きでやって欲しいものだけ取り出している感じ
があります。それ以外のところは、方向性とか要点とかを並べたのですが、論点①では
3 つ、論点②では 3 つ、こちらについては、事業の案をイメージして書いています。そ
れ以外にも色々と企業なご意見をいただいたのですが、それ以外については、事業の案
の形ではないので、上には挙げてない。 
  

○ 稲垣委員長： 
東委員のおっしゃっていることはその通りなので、どういう提言書としてまとめた

ら、その真意が伝わるかは、これまでの万国津梁会議の提言書がどんな形式だったかも
参考にしてもらって、あまりとっぴなものにならないように、なじむ形でしっかり入っ
ているということで、次の事務局からの案を見てまたご意見をいただきたいというこ
とでいかがでしょうか。 
  

○ 上間委員： 
アウトプットの解像度を提示して欲しいですね。そこでみんな混乱していると思い

ます。どこまでの解像度で予算まで言っていいのか、それとも希望だけでよいのか、そ
こをちゃんと示さないと議論が着地しない気がします。提言の目的とアウトプットの
イメージをきちんと伝えて欲しい。 
  

○ 稲垣委員長： 
去年の提言書がどんなものだったかを見せていただけるとイメージができると思い

ます。去年まであっさりしていたのに、今年は違うというのでは変な気がします。 
 

○ 細川委員： 
画面に映してくれたら、共通してわかると思います。 
 

○ 稲垣委員長： 
これが去年の提言書で、去年は 19 ページですね。「はじめに」があって、「なぜこの

提言が必要だったか」ということで、あと具体的な内容に入って、去年は「稼ぐ力を上
げましょう」というテーマだったので、月額給与をいくらくらいを目標にしてという、
ここは具体的になっていますが、そのために県の予算をいくらくらい使うかというこ
とは書かれていません。 
 

○ 小渡委員： 
これが出されて、県の取り組みにどのくらい反映されたかということに興味がある
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のですが。 
 

○ 上間委員： 
一年経っての成果の評価ってあるんでしょうか。 

 
○ 小渡委員： 

それだったら、なおさら、認証制度の IT 人材に 3000 円出してくれた方が直接的で
よいと思います。 
  

○ ファシリテータ（新谷）： 
提言①外貨で稼ぐ、提言②内需で稼ぐ。 

 
○ 上間委員： 

そうなんですよね。こうなっちゃうと、そりゃそうだという内容ですよね。他の地域
もそうだと思うのですが、このくらい解像度が上がると、もちろん外してはいないし、
その通りだけれども、一年後にこれが実際に行動に移せたかどうかは怪しい。 
 

○ 細川委員： 
そういう意味では、この一つ一つが殆ど事業になっていて、事業は 3 年事業とか 5 年

事業になっていて、毎年ここまでやるという目標には落ちています。それができたかで
きていないかの点数付けをやってはいます。 
 

○ ファシリテータ（新谷）： 
沖縄県のよくやられているこういう提言書は、例えば、アジア経済戦略構想ではこう

いうような点検が毎年細かく行われています。沢山のことが書かれていますが、それが、
このくらいの抽象度で書かれていますが、むしろ箇条書きでシンプルに書かれている
ことが多いです。特に委員の方全員が一致しているような重要事項が最初に書かれて
いて、あとは全員が一致とは言わないけれど重要意見が次に書かれていて、差を付けて
書かれています。今回もそのまとめ方の案はあり得るかと思います。その時に書いてあ
ることは 1～3 行ですが、翌年には、A4 一枚の予算付きの事業案ができます。ないし
は、複数の事項が一つの事業になったりします。また、その後、各種事情でどうしても
事業にならなかったものももちろんあります。それが実際に実施されていった場合に、
PDCA をしっかり回して、その事業が 1 年後や 3 年後の段階で実際どうなっているか、
それぞれの事業に数値目標がありますから、それについてどうなったかの報告はずっ
とされていきます。今回は最後までいくかどうかわかりませんが、この会議自体は 1 年
ですから、その結果のフォローアップについては今のところ、具体的な計画がないので、
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どうなるかわかりませんが、一般的に沖縄県ではそういうやり方をしています。 
 

○ 上間委員： 
そうなるとある程度の解像度が上がってもよいということですね。 
 

○ 稲垣委員長： 
そうならざるを得ないというのが、なぜかというと、去年は県民の給料を上げましょ

うという、3 年で一人あたり 1 万円上げるくらいのことを県が進めてください、そのた
めにこんな方法が必要ですねと書いてあるので、この方法でいくら使ってくださいと
か、細かいことはないです。今年のことでいえば、産業 DX を加速することによって、
県の生産性がどこまで上がるかなので、この目標値をつくればよいのではないでしょ
うか。そうしないと検証ができないので、DX が寄与した分とそれ以外の分で経済成長
のなかに占める産業 DX の比率なんて出ないので、そういう意味で、結果も数値目標も
出しにくい分野なので、こういう手法を取り入れていくべきである、こういう方向性を
とるべきであるというある程度抽象的な提言にならざるを得ないとは思います。 
 

○ 東委員： 
具体的な目標よりも、県のスタンスが重要だと思います。稼ぐ力の観光の方の部会に

も入っているのですが、そこで、私だけの意見ではないのですが、先程から言っている
民間をサポートしてくださいねというのは 7 万社ある中小企業をサポートするために
は、色んなものが必要だと思うのですが、一方観光の方に帰ってみますと、世界水準の
沖縄観光とかやっていますが、例えば、先日もスポーツツーリズムとかが出たのですが、
県は県が主催するものは一生懸命やるけれども、民間主導型のイベントに対しては、体
育館ですら取りにくいとか、3 ヶ月前にしか抽選でとれないとか、そんな馬鹿なことを
やっていて、毎年スポーツツーリズムを呼べますかと。それでもいいでるが、うちなー
んちゅ大会とか国民文化祭、10 月 11 月はそれに絡めなければ、どんな会館もとれなか
ったんですよ。だから、県は自分たちが主催するものは一生懸命予算を付けて、場所も
とれるようにしますが、一方で、ずっと民間が続けてみたものに対しては、場所は取れ
ないは、逆にいうと阻害している要因になっているわけです。これは会議で出ましたか
ら。何が言いたいかというと、新しくできたナハートとかアリーナとかは、2 年後 3 年
後もすぐに取れるのですが、県立武道館とかそういうところは 3 ヶ月前の抽選とか、6
ヶ月前の抽選とか、そんなことをやっていたら、スポーツコンベンションとか色んなも
ののイベントの誘致というのができなくなってしまうわけです。 

だから、私がいいたいのは、県がサポートしますというのは、県の主催行事ではなく
てもサポートするというようなニュアンスを盛り込んで欲しいということなのです。 
 県は恐らくリゾテックをやっているので、リゾテックに予算も出しているし、サポー
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トもしている。人数も 1.5 倍になったし、産業 DX は大成功でしたで終わると思うので
すが、リゾテックは大事だし、うちなーんちゅ大会も大事ですが、100 人～200 人くら
いの毎年あるような小さなイベントなども県は後援はしなくても、全て大事だという
意識を持っていかないといけないと思います。それはまさに、観光も 7 万社の DX も
同じだと思うので、それをどういう風に書き落としていくかが大事だと思います。 

 
○ 稲垣委員長： 

さっき私が説明したことをもう少し丁寧に言えば、まず、県の商工労働部だけでなく
て、他の部局も含めて、県内の殆どの合法的な産業には支援をする部局があると思いま
す。まずは行政の基本としては全ての業界に中小企業も個人事業も含めて全てに対応
する。一方、民間側も、県がやらないことは民間もやらないではなくて、それぞれ業界
ごとにできることはどんどんやっていかなくてはならない。それを県にも支援しても
らわなくてはならない。そして、行政側と民間側が連携するしくみを作る。それは人材
育成まで含めて連携のしくみを作る。最後がこういう結論で終わっておけば、なんとか
なるではないでしょうか。 

 
○ 細川委員： 

たぶんこれだけの人が集まって、DX を何ヶ月も考えて、どうやって稼ぐかと言った
時に、簡単に県側で流されると困ります。 

 
○ 上間委員： 

困るということではないのですが、折角これだけ時間とコストを使っているので。 
 
○ 事務局（東盛副参事）： 

去年の稼ぐ力の提言のなかで、給与や雇用を基準とする認証制度を作りなさいとい
うのがあって、それを受けて、所得雇用認証制度というのを作りましたが、制度を作る
だけではなくて、先程宮城委員がおっしゃった奨学金の民間支援事業の補助割合を変
えたり、部内の方で認証を取った企業に対して何か上乗せのようなことができないか
と部内でヒアリングをしているところで、そういった取り組みが今始まっています。そ
れ以外についても、すぐには予算化できないところがあるので、各部局がこれを受けて
取り組みを進めているところではあると思います。 

 
○ 細川委員： 

たぶんその流れで、産官学でもっと DX をちゃんと県もコミットしろよと言ってい
るのではないでしょうか。 
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○ 東委員： 
観光もそうですが、DX も民でやっている予算をいただいていないイベントもあるの

で、なぜそれを応援しないのですかということです。何かのイベントに 1 千万円出す
のではなくて、そういうところに、10 万円でもいいので出すとか、もちろん予算の関
係もあるのでお金を出せないかもしれないけれど、お金以外のしくみというのはある
と思うのです。でも、やっぱり民民でやっているのはだんだんだんだん蔑ろにされて、
折角毎年続いているイベントでも県が予算を出して県が後援とか共催とかいうイベン
トはずっと。 

 
○ 上間委員： 

東委員、それを言ったら、イベントなんて死ぬほどあるのだから、できないのは絶対
ありますよ。 

 
○ 東委員： 

いやいや、そのくらいの気持ちがないと 7 万社は救えないですし、観光もボトムアッ
プはできないと思います。 

 
○ 上間委員： 

本質的にこの中に含めたいなと思ったのは、これやった方がいいよ 3 つくらいにし
ておいた方がよくて、あれもこれもというと結局できないので、シンプルにして、これ
やっちゃ駄目とかこれをやると悪手だよというものも多分書いておいた方がよいと思
います。 

 
 
○ 東委員： 

これをやっちゃ駄目よというのは、なかなか書けないと思うのですが、私が言いたい
のは、部局内での報告かどうかわかりませんが、観光の部分でも、これやりましたね、
あれやりましたね、だから、目標達成ですという KPI になっているけれど、でもそれ
は県が絡んでいることだけをやって、KPI が OK でしたということになっています。
でも、世の中ってそうではない。本当の DX とか本当の観光のボトムアップをするとい
うのは。そのあたりが予算の問題ではなくて。 

 
○ 上間委員： 

そうなるとやはり、民間が、一番納得感があって有効性があるのは、行政自体を変え
ることにコストをかけましたが、それが社会全体にとってのメリットが、行政 DX をや
ってくれということを愚直に進めることが、中途半端に産業をあちこち触ろうとする
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よりも一番フェアで実効性が高いような気もします。一周回って。 
 
○ 稲垣委員長： 

育つことから育てるという考え方と、一人も取り残さないという考え方とは、相反す
るのですが、矛盾する部分ではあるのですが、これは両建てでいくとしか言いようがな
いのではないでしょうか。 

 
○ 東委員： 

でも、賞状一枚みたいなものは出せるのではないでしょうか。このプロジェクト奨励
しますみたいな。これ一枚も人件費とコストはかかるかもしれないけれど、それ一枚で
いいんですよ。それ一枚で市町村の体育館が使えるかもしれないんですよ。県が奨励す
れば。 

DX の部分ではわかりませんが、大きなイベントの裏では、沢山のイベントが死んで
いたりするわけです。しかも毎年やっていたような。そんなことになったら本末転倒だ
なと思います。 

 
○ 稲垣委員長： 

どういう文言でそれを表したらよいのかわかりませんが、官民の連携を強化すると
か、新しいしくみを作るとか、そういうことを最後に盛り込むことによって、できる限
りカバーしていくという考え方で今回いくのがよいと思います。 

残り時間が少なくなってしまったので、ファシリテータの方で、何かコメントがあれ
ばお願いします。 

 
○ ファシリテータ（新谷）： 

いくつも熱い思いを議論していただいて、ありがとうございます。それについては、
提言書のまとめ方の少しテクニカルな面もあるのですが、はじめにとかおわりにのな
かに強い思いを述べるだとか、そういう手法もあるし、いずれにせよ、重要な意見とし
て上手く取り込んでいく方法もあるかもしれないので、原案を考えさせていただいて、
相談させていただきながら、とりまとめの作業を次のステップに進めていきたいと思
っているところです。 

今日は論点①と②に関して、具体的なことに関してご意見はなかったのですが、先程
ご説明した通り、これから論点③と④を、今日の意見を踏まえて埋めていきますので、
提言書の体裁としても整えて参りますので、それを是非ご覧いただいて、ZOOM で繋
がった時に率直なご意見をそこで言っていただきたいと思います。 
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○ 仲間委員： 
書かれている内容で、P2 のところで、関心の高い企業にだけクローズアップしてい

る感があるので、やる気のない企業はいいのですが、気づいていない層を拾ってあげた
いと思います。中小企業は割と、やる気がないという前の段階で、課題に気づいていな
い企業が多いので、IT がそもそもわかっていないわけであって、でも気づけば促進す
る意義はあるので、気づいていない層は是非提言のなかに入れて欲しいと思います。 

P4 あたりで、ツールをクラウドサービスに限定しているのですが、企業によって大
小あるので、課題も大小あるし、やる気も大小あると思うので、ツールは限定すべきで
はないと思います。前回はクラウドツールの話がでましたが、プライベートクラウドツ
ールに立ち返っているような動きもありますし、今、この瞬間はクラウドかもしれない
けれど、ツールの多様性と汎用性は確保してあげたいと思います。 

あと、導入の際にスモールスタートを是非推奨したいと思います。やはり一回ガンと
変えてリプレイスしてしまうと、次に投資する能力がその企業にはない可能性が高い
ので、スモールスタートで、かつそうなると持続性がないといけないので、持続的支援
を県が推奨していくという、「年度事業ですよ」ではなくて、次にステップアップした
い時に持続性がある支援が必要だと思います。 

もう一点、言ってなかったので、ここでお話しますが、経産省が推奨している DX ガ
イドラインというのがあるのですが、沖縄県の事業はそれをベースにやられていると
思うのですが、大企業向けになっているので、是非沖縄版というか中小企業向けの指標
を作っていただけると、より DX の浸透率は高くなっていくかと思います。 
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5． 閉会 

 
○ 稲垣委員長： 

この後は、私と新谷さんでとりまとめを詰めていくことになると思いますが、言い忘
れたことがあれば、ご連絡ください。タイミングと内容によっては反映できるかどうか
わかりませんが、できるだけ皆さんのご意見を反映できればと思っています。 

今日は、多くの貴重なご意見をいただきましてありがとうございました。次回は提言
書案について意見交換をしたいと思います。 

 
○ 事務局（下地班長）： 

委員の皆様、長時間に渡りご議論をいただき、ありがとうございました。 
これを持ちまして本日の会議を終了とさせていただきます。 
次回 1 月 30 日（月）14 時からの開催となりますので、どうぞよろしくお願い致しま

す。 
 
 
 


